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り込んだ 1) ．求人倍率を見ても，1974年 1月の 1.64（季節調整値）以来の 1.6台が，2018年 5月
以降続いており 2) ，3) ，雇用側から見ると人手不足の状態となっている． 
経済活動や国民生活を支えている物流においては，国内貨物輸送量の 9割（トンベース）4) を担
うトラック輸送のドライバーのなり手不足について，関係者間で，かねてより，不安が抱かれていた．























年度 39.4％に上昇した後は，2000 年代初頭まで，ほぼ 4 割程度のまま推移 15) し，モーダルシフ
トは順調に進展しなかった．また，モーダルシフトは，1997 年の第 3 回気候変動枠組条約締結国
会議で採択された京都議定書（2002 年に日本受諾，2005 年発効）の温室効果ガス排出削減目標
の達成のための物流分野の施策として注目され，新総合物流施策大綱（2001 年）16) では，モーダ






































状態 20) にあり，「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」（2018 年 5 月決
定）21) で，現行基準の一つにある「月間のドライバーの拘束時間 293 時間以内」の全事業者達成
などの目標達成時期を，「2024 年 3 月までのできるだけ早い時期」と設定するほど，時間をかけて
進められる取り組みが，緒についたばかりである．また，規制緩和と経済情勢の変化で需給関係が
                                                        













































                                                        
































































































































などを渡る海峡横断航路，中距離航路（航路長 100km以上 300km未満），長距離航路（同 300km
                                                        
3 トラクターヘッドに牽引されて計 2両で走行するセミトレーラーに対して，運転席と貨物積載する荷台
部分が一体となって単独で走行できる，いわゆる 10㌧車などのトラックは，業界内で単車と呼ばれる． 









ＲＯＲＯ船（Roll on Roll off船） 
広義には，トラックやフォークリフトなどの車両が走行することにより，荷役を行う船舶をいう．フェリ
ーや自動車専用船（専ら，車両そのものを貨物としての輸送する PCC船：Pure Car Carrier）も，Roll 





























































A地点 →→→→→  a港 ＝=＝＝＝＝＝＝ b港 →→→→→ B地点
トラック輸送 （駅） 鉄道・海運 (駅) トラック輸送
モーダルシフト
複合一貫輸送





1)  総務省統計局：労働力調査（基本集計）平成 29年（2017年）平均（速報），2018． 
2)  厚生労働省：一般職業紹介状況（平成 30年 10月分）について，2018.11.30． 
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国際物流で代表的な複合一貫輸送の例としては，ISO 規格の 40 フィート，20 フィートサイズのコ
ンテナによる輸送がある．米国内を鉄道，日本国内をトラック輸送，大陸間を海運で輸送する複合












がある（図 2-1）．  
長距離貨物輸送において，複合一貫輸送が行われている割合を，2015 年 10 月実施の全国貨
物純流動調査（物流センサス）の都道府県間流動表（代表輸送機関別）（3 日間調査）2) を元に算




































































表 2-1 1970 年頃に始まった海運・鉄道を利用した複合一貫輸送 3) ～8)  
12 
 












初めて「モーダルシフト」が用いられた 10) , 1． 
しかし，モーダルシフトが出されて以降の四半世紀の間，モーダルシフトは，順調とはいえない状
況で推移してきた． 
まず，1990 年 12 月に，いわゆる物流二法（貨物自動車運送事業法，貨物運送取扱事業法）が
施行され，物流分野の先頭を切って，トラック事業者の新規参入の規制緩和と運賃自由化が，順
次開始された．段階的に進められた規制緩和の結果，トラック事業者数は，41,053 社（1991 年）か









約 40%で足踏みを続けることとなった 14) （図 2-3）．1997 年に初めて策定された総合物流政策大
綱 15) には，「モーダルシフト」という施策名は見当たらない． 
その後，モーダルシフトは，第 3 回気候変動枠組条約締結国会議（1997 年）で採択された京都
議定書（2002 年に日本受諾，2005 年発効）の温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて注目さ
れ，2001年の新総合物流施策大綱 16) では，地球温暖化問題への対応施策として取り上げられ，
モーダルシフト化率を 2010年までには 50%を超える水準を目指すこととされた．  
2005 年の省エネ法改正で，従来の物流事業者のみならず，一定規模以上の貨物輸送を行う荷
主に対しても，輸送に係る CO2 排出量などの実績報告（2006 年度以降），省エネ計画策定（2007














乗用車の休日特別割引として始まった高速道路の各種割引制度，船舶燃料用 C重油価格高騰 2 
に対応した海運運賃上昇（燃料油価格に連動した調整金の導入）により，トラック輸送ルートと海運
輸送ルートの価格差拡大などが重なり，割高で速達性に劣る複合一貫輸送へのモーダルシフトは
進展を見なかった 18) ，3． 
労働力不足により，輸送需要増大にトラック輸送能力が対応できないことを背景に出されたモー
ダルシフトの施策目的は，輸送需要の停滞や，輸送能力の供給過剰などを背景に変更され，労働








モーダルシフトが謳われて約 1年後（1992年 1月）に， 海事産業研究所 20) が，「新たな需要構
造に対応した長・中距離フェリーネットワーク整備のあり方に関する調査報告書」の中で，フェリー
を利用している，あるいは利用が見込まれるトラック事業者を対象にアンケートを行い（発送 131 事
業所，回答 78 事業所），フェリーを利用する理由と，フェリー利用の問題点を聞いている（表 2-2）． 
                                                        
















































関するアンケート結果（発送数 5,564 事業者，回収率 23.3% 4 ）を，1998 年に報告している（表 
                                                        
4 1998年 9月の論文に掲載されているが，発送数，回収率以外の調査の時期などについては，示され
表 2-2 トラック事業者が長中距離フェリーを利用する理由と利用上の問題点 
利用する理由（回答数63） （％） 利用上の問題点(回答数78） （％）
1 無人航送ができる 71 フェリー運賃が高い 32
2 交通事故を避けることができる 48 満車で断られることがある 23
3 着時間が正確である 46 所要時間が長すぎる 14
4 運送コストが低い 43 埠頭の駐車場が不足している 13
5 所要時間が短い 33 発着ダイヤが適切でない 12
6 運転手の休憩時間がとれる 27 一日の便数が少ない 10
新たな需要構造に対応した長・中距離フェリーネットワーク整備のあり方に関する調査（海事産業研究所．1993年）に基づき作成
運航社名 発港 経由港 着港 距離(km) 便数/週 所要時間 運航社名 発港 経由港 着港 距離(km) 便数/週 所要時間
舞鶴 1,061 4 31.0 日本高速フェリー 高知 那智勝浦 東京 726 3.5 20.5
オーシャン東九フェリー 小倉 徳島 東京 1,173 3.5 36.7
九州急行※2 苅田 追浜 979 2 34.5
日本カーフェリー 宮崎 川崎 887 7 20.0
室戸汽船 足摺 甲浦 神戸 362 7 11.2
近海郵船 釧路 東京 1,114 4.7 29.0 名門大洋フェリー 新門司 大阪 457 14 12.0
東日本フェリー 苫小牧 仙台 565 3.5 14.7 泉大津 471 20 13.3
仙台 565 7 15.0 神戸 465 7 14.0
仙台 名古屋 1,330 3.5※1 39.5 関西汽船 別府 坂手 大阪 446 14 13.0
東日本フェリー 室蘭 728 3 18.8 ダイヤモンドフェリー 大分 松山 神戸 410 14 12.0
758 3 19.3 日本高速フェリー 志布志 大阪 580 7 15.6
東京 1,045 4 29.3 大阪 470 7 15.0








































日本物流団体連合会モーダルシフト専門委員会 22) は，2000 年 11 月に，会員企業などトラック






































　　　 コストが合わない 25% 24%




































表 2-8 荷主が船舶を利用する場合の課題(24 社の複数回答の上位) 
図 2-4 複合一貫輸送の進展の阻害要因と，トラック輸送との要因格差の拡大 


















i ） 利用運送事業の創設  































































ラップ船の権利を取引市場 25) などで取得する必要があった．RORO 船・コンテナ船などについて，
1992 年度より，解撤猶予制度の弾力的運用が始まり，建造船主の経済的負担が大幅に緩和され
た 24) 26) ． また，この事業の廃止後の経過措置「内航海運暫定措置事業」では，建造船舶の載貨
重量トンあたりの納付金単価を，一般貨物船 81 千円に対し，1 万トン以上の RORO 船は 30 千円








80%（1992年度～），RORO船は 70%（1993年度～）に引き上げ（何れも 10%増）24) ，船舶建造時
の船主負担の軽減が図られた．また，機構持分の使用料算出に用いる金利の軽減策があり，現時
点では，航路の開設や増便，大型化する長距離フェリーや RORO 船に対しては，0.3%の軽減措




























ダルシフト化率を約 1 割向上させ，2010 年までに 50％を超える水準を目指すとされた．しかし，新
規の具体的な推進策は無く，結果的にモーダルシフト化率は低下する（図 2-3）．因みに，1990 年
代より，逐次，許認可行政から市場原理による事業の活性化・効率化とサービス向上を図る行政に














2011 年策定の第 5 次大綱では，別途のモーダルシフト等推進官民協議会がとりまとめた対応策
の着実な実施が謳われ，荷主・物流事業者等が策定したモーダルシフト推進事業計画に定められ
































i ） マルコポーロ計画の概要 
1992年末に市場統合された EU域内では，1994年以降のトラック輸送運賃の自由化と，1998年
以降のカポタージュ（国内輸送から海外事業者を排除する規制）廃止で，域内のトラック運賃は平




Ⅱ（2007～2013年）が進められた 31) ． 
マルコポーロ計画は，複数国をカバーし，１件あたり年間 60 百万トンキロ（内陸水運の場合は 13
百万トンキロ）のモーダルシフトを実現するプロジェクトに対し，最長 3 年間，費用の最大 35％を補
助することによって，モーダルシフト実現の実績を積み上げていく制度である 32) ．マルコポーロ計
画Ⅱ前期の 2007～2009年には，70件のプロジェックト（モーダルシフト以外の 13プロジェクトを含
む．）に対し，最大 7.5百万ユーロ（1ユーロ 130円換算で 9億 75百万円）が補助されている 33) ． 




型 RORO船建造費用に 4.5 百万ユーロ（同約 5.9 億円）を補助する（図 2-6）34) など，モーダルシ
フトのプロジェクト実施者に，費用の最大 35％補助の支援策を準備した 6．これに対し，日本の船




Executive Agency for Competitiveness and Innovationから，マルコポーロ計画の事務も継承した，



































上がることなどを報告している．また，永岩ら 40) は，非集計 2 項ロジッドモデルにより，輸送ルート
選択における，航路や高速道路の料金値下げの影響を，トラックの車種別に分析している．海運
運賃値下げの影響は，営業用の単車では，運賃値下げ率にほぼ比例して海運輸送ルートの分担
率を上昇させる一方で，高速道路料金を 30%以上値下げすると，100％近い逆モーダルシフト 7 と
なることを報告している． 
また，トータル運航時間に関わる船の運航速度について，松尾ら 41) が，非集計 2項ロジッドモデ
ルによって，トラック輸送ルートとフェリー輸送ルートの輸送時間差が，輸送ルート選択に最も影響
するとし，当時の平均的なフェリーの運航速度を，時速 30 ノット 8 に引き上げることで，東京・福岡








で 24時出港・翌日 18時入港のダイヤが実現できれば全輸送機関の輸送量の 26.6%が，九州・関
西間で 21 時出港・翌日 6 時入港ができれば同 9.0％がモーダルシフトする可能性があるとしてい
る． 
ロットサイズについては，松尾ら 38) は，2000 年物流センサスの代表輸送機関別の幾何平均ロッ
トを用い，モーダルシフト対象の雑貨輸送では，営業用トラック（宅配等混載）0.04 トン/件，自家用
トラック 0.45 トン/件，営業用トラック（一車貸切）2.05 トン/件であるのに対し，フェリー0.17 トン/件，





















































































図 2-7 に，交通関係統計資料集に基づく，2015 年度の輸送トン数，輸送トンキロの輸送機関分
担率を示す． 









































す．i ）とは，用いた統計と捕捉対象の範囲が異なるものの，ほぼ同様の約 9 割（トンベース）をトラ
ックが運ぶ傾向が確認できる． 







i ） 貨物純流動調査（物流センサス）2)  
フェリーの他，内航海運のRORO船など，船種別に輸送機関分担率が把握できる統計として，全
国貨物純流動調査（物流センサス）がある． 









































この物流センサスを，輸送距離帯別に整理したもの 9 を図 2-10 に，また，この内，都道府県内
輸送を除いた，府県間輸送の輸送距離帯別のものを図 2-11に示す．本稿で取り上げる 500km超
の長距離輸送は，貨物の輸送量（トンベース）だけで見ると 8.6%（図 2-10）に留まるが，この内，府
県間輸送に占めるトンキロベース 10 の割合でみると 55％（図 2-11 下図）を占めることが確認でき







ii ） 内外貿ユニットロード貨物流動調査 57)  
フェリー，RORO 船，コンテナ船の海運 3船種のみを対象に行われている「純流動」の調査として，
内外貿ユニットロード貨物流動調査（以下，UL調査という．）がある． 
概ね 5年毎（直近実施は 2017年 11月実施）の 11月に，フェリー，RORO船，コンテナ船の航海
に合わせて，フェリーは 2 日間，RORO 船・コンテナ船については 2 航海を調査対象とし，その利
































































i ） 港湾統計年報 56)  
港湾統計年報の「海上出入貨物」は，各港湾の港湾管理者がとりまとめた暦年の統計データをま




らず，例えば長さ 12m 以上のトレーラーであれば 110 フレートトン，長さ 9m 以上の単車であれば
50フレートトンが一律に計上される． 
数については，フェリーはバス・トラック（本稿でいう単車）・乗用車・その他（同トレーラー他 12 ）別
の台数，RORO 船は「シャーシ台数表」としてトレーラーの台数，コンテナは 20 フィートコンテナ換
算のコンテナ個数 TEUが，それぞれの港湾毎に，移出入相手港別に計上されている． 
しかし，地元事業者の協力を得て，港湾管理者毎に整理した値に基づいているため，一部の航
路利用台数が，A 港における B 港向けの値と，B 港における A 港からの値が大きく異なる例もあ
り，航路毎の輸送量を把握するのには限界がある． 
ii ） 日本長距離フェリー協会「輸送実績」58)  






iii ） その他の統計類 
2006年度から 2010年度の間，「フェリー・RORO船・コンテナ船・自動車船の一般貨物流動調査」




ーラー17.81 トン/台，単車 11.08 トン/台）は，公開されている唯一の値であった． 
  




















を，フェリー，RORO 船，コンテナ船，その他の在来船に 4 区分し，それぞれの輸送距離帯別の輸
送トン数，輸送トンキロを推計している．また，モーダルシフトの進捗状況をみるため，貨物地域流




（1989 年度～1998 年度分）から求めたトラック 1 台あたりの平均積載重量（トン）を乗じて，航路別
のフェリーの貨物輸送トン数を求めている．更に，この貨物輸送トン数に，同調査にある品目別輸
送トン数から求めた雑貨の割合を乗じて，航路長別の雑貨輸送トン数（例えば，1998 年度の航海
距離 100km 以上のフェリーによる雑貨輸送量として 18,782 千トン．この内，75.9%が航海距離
300km以上の輸送量．）を求めている．因みに，500km以上の距離帯におけるトラック 1台あたりの




また，高橋 61) は，当時公表されていたモーダルシフト化率（2.2.1 参照）の推計方法や，その動
向等の分析の中で，2004 年度の航海距離 500km 以上の長距離フェリーのトンベースの輸送量を
求めている．本研究では，航海距離 500km以上の長距離フェリー14航路 14 のトラック輸送台数を
用いていること，計算過程で，発着都道府県別のトラック台数を算出していること，計算に用いたト
ラック 1台あたりの平均積載重量を 11.53 トン／台（モーダルシフト化率の算定に 1999年度まで運
輸省が用いてきた値として．），雑貨の割合 0.86（自動車航送船利用動向調査に基づく 1989～




の長距離フェリー全 14 航路の貨物輸送量の把握に用いることは出来ない．なお，本研究の 14 航
路には，その後廃止となった 4 航路が含まれており，その輸送量を単純に比較することはできない． 
鈴木ら 62) は， フェリー，RORO船，コンテナ船による内貿ユニットロード輸送の船種別の純流動
OD を，年間ベースの量で把握することを目的とする研究の中で，フェリーによる貨物量を算出して
いる．海運を利用する貨物輸送の都道府県間 OD表を作成することを目的としているため，相手港
                                                        
























































える概念 Physical Distribution 15 であった．この概念が，日本に持ち帰られ，モノの動き全体を総
合的に捉えた「物流能力の拡大」と，人手に頼る部分の削減による「物流費用の削減」が進められ
























                                                        
15 物資の移動の総合的な管理を意味する Physical Distributionは，当時の米国においても，マーケテ
ィングの専門家などの間では用いられていたが，実務を担う者は，Transportation and Warehousingある












日本ロジスティクスシステム協会 68) は， 2005 年から取り組み始めた，経営におけるロジスティク
ス評価指標の研究成果に基づき，荷主企業の経営目標に相当する最上位の経営指標，これに対
応して設定するロジスティクス指標，そして，部門別・機能別・活動別などに分解・具現化した複数



















































輸送ついては，森田 70) がトラック事業者を対象として，生産性 16 の向上策を，実例に基づいて














































































































































































































































































































図 2-12 荷主企業のロジスティクス管理指標（KPI）のフレームワーク 
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iii ） 総合物流施策大綱における指標の扱い 





上げることを目指して，2020 年度までに 2 割程度向上させる。」とし，99 施策を，施策に対応した
60の指標（表 2-10）で達成状況を把握しながら推進していくこととした． 
しかし，施策の 1 つとなった「モーダルシフト促進のための各種取組の推進」に対応した指標は，
海運関係では，［5］の「モーダルシフト貨物の輸送量を，2020 年度に 367 億トンキロとする．」のみ
であり，複合一貫輸送の労働力の投入効率を把握できるものではない．  
また，大綱策定に先立って，審議会がとりまとめた答申「今後の物流政策の基本的な方向性等に
                                                        
17 域内輸配送などにおいて，1日あたり何回の集配送に廻ることができるかなどをいう． 
出荷指示 保管 ﾋﾟｯｷﾝｸﾞ・仕分け 等 輸送・配送 待機～到着 納品 等
























































































表 2-10 総合物流施策推進プログラムに示された国内長距離輸送に係る指標(災害に係るものを除く) 
〔積載率〕
［ 1］ 輸送モード別積載効率 【トラック：2016年度 39.9％ → 2020年度 50％】
【鉄 道：2016年度 74.7％ → 2020年度 80％】
【内航海運：2015年度 42.6％ → 2025年度 44.5%】
〔船員の労働生産性〕
［26］内航貨物船の平均総トン数 【2015年度 715ﾄﾝ → 2025年度 858ﾄﾝ】
［27］内航船員1人・1時間あたりの輸送量 【2015年度 3,882ﾄﾝｷﾛ → 2025年度 4,542ﾄﾝｷﾛ】
〔輸送の効率化〕
［ 2］ 物流総合効率化法による認定件数（輸送網の集約） 【2016年度 8件 → 2020年度 150件】
［ 4］ 物流総合効率化法による認定件数（輸配送の共同化） 【2016年度 3件 → 2020年度 100件】
［ 8］ 効率化等の取組における手待ち・荷役作業等の削減率 【2017年度 0％ → 2020年度 ▲30％】
［16］ トラック運送事業における契約内容の書面化率 【2017年度 約50% → 2020年度 60%】
〔モーダルシフト関係〕
［ 5］海運によるモーダルシフト貨物の輸送量 【2015年度 340億ﾄﾝｷﾛ → 2020年度 367億ﾄﾝｷﾛ】
［ 6］ 鉄道によるモーダルシフト貨物の輸送量 【2016年度 197億ﾄﾝｷﾛ → 2020年度 221億ﾄﾝｷﾛ】
［ 7］ 貨物鉄道の老朽機関車・貨車における新製車両への更新率 【機関車：2016年度 67％ → 2019年度 88％】
【貨車：2016年度 94％ → 2019年度 100％】
〔人材確保〕
























  ・・（式 2.1） 

























































































                                                        




















物流分野では，楜沢 83) が，1980 年から 20 年間の，製造業の物流コストと，トラック事業者の生
産性の推移を捉え，製造業の物流コスト削減が，トラック事業者の生産性にマイナスの影響を与え










次に，投入量を労働力とする労働生産性に絞ると，黒川ら 86) が，トラック事業者 135社個別に産
出した労働生産性と，別途各社に行った，経営戦略や強みが明確さ，機械化や新技術導入への
積極性，荷主との情報共有・改善など，8 分野 41 項目の取り組み状況のアンケート結果との関係
分析を行っている．そして，荷主のコスト削減要請に対応したコスト・原価管理に取り組む企業の生
産性は低く，一方，荷主と共に物流の品質向上や可視化に取り組む企業の生産性が高い傾向に









産出量を輸送量で捉えた物的労働生産性の例としては，古くは，1967 年の運輸白書 88) に，輸
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量の 56％に留まるが，トンキロベースでは 197 億トンキロと 92%を占めている（2016 年度）1) ．ま
た，物流センサスに基づく分析では，500km 超の長距離輸送は全て日本貨物鉄道㈱（JR 貨物）に
よるコンテナ輸送となっている． 
JR 貨物所有の 12 フィートコンテナ（長さ約 3.6m，最大積載量 5 ㌧，内容積約 20m3）が 5 個積
載できる貨車を，幹線区間（札幌～東京圏～大阪～福岡）で 20～26 両連ね，1 日あたり 361 編成
（非幹線区間を含む．同一地区内を除く．2018 年度 2) が運行されている．札幌貨物ターミナル・
福岡駅間の直行便を始めとした各方面向け直行便と，コンテナ取扱駅 153 駅（2016 年現在）3) の




17 便（いずれも定期便本数．）のコンテナ定期列車が，22,550 トン／日の輸送能力（5 ㌧積み 12ft
コンテナ 5 トン／個換算）で，原則毎日運航している（表 3-1）．  
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特に JR 貨物所有の長さ 12 フィートコンテナのサイズは，小ロット・多頻度の長距離輸送にとって
使い勝手が良く，例えば，北海道産タマネギの道外各方面への出荷で約 7 割占める 4) など，地
域・品目によっては高いシェアを有している． 






 内航海運 5)  
 
内航海運は，年間 36,449 万トン，1,804 億トンキロの貨物輸送を担っており（2016 年度），平均輸
送距離で 495km と，長距離・大量輸送に適した機関である． 
内航海運業法によって行われる内航海運事業は，運送事業者と貸渡事業者を合わせて営業事
業者数は 2,985 社に及ぶ．このうち，100 総トンまたは船長 30ｍ以上の内航運送を営む運送事業
者 640 社で見ても，運行隻数 5 隻以上の事業者数は 3 割に満たない（2017 年度末現在）という小
規模事業者が多い事業である． 
2017 年度末現在で 5,223 隻，総船腹量 380 万総トン（平均 727 総トン）の内航船の内， RORO
船やコンテナ船など，1,000 総トン以上の大型貨物船を運航する事業者 26 社が，181 隻（総船腹
量 77 万総トン）を運航している．内航船には，自動車・セメントなどの専用船やタンカーなど様々な
船種があるが，本稿のテーマで扱う複合一貫輸送を担う RORO 船を見ていく． 










定期便 不定期便 計 定期便 不定期便 計
20両編成 2 3 5 17 8 25
24両編成 12 1 13 0 0 0
26両編成 9 1 10 0 0 0
計 23 5 28 17 8 25
562 110 672 340 160 500
2,810 550 3,360 1,700 800 2,500








表 3-1 JR 貨物の九州・北海道発の島外向けコンテナ列車の輸送能力 
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用される JIS 規格の T11 パレットの積載可能枚数が少ない 1 ことなどから，発着地双方が日本国
内の輸送は，内航コンテナ船輸送の 3 分の 1 程度に留まっている（内外貿ユニットロード調査 6) 
                                                        
1 長さ・幅は 1.1m の T11 型パレットが，トレーラーに 22 枚積載出来るのに対し，40 フィートコンテナの
積載可能枚数は 20 枚に留まる．因みに，鉄道輸送で用いられる 12ft コンテナは，T11 型パレット及び
飲料メーカーで用いられるビールパレット（0.9m×1.1m）の積載枚数 7) を，一部 RORO 船航路で利用さ





川崎近海汽船 20.0 7 130 釧路　 日立　
33.0 3 177 苫小牧 東京
42.5 2 177 苫小牧 東京 釧路
36.0 1 150 苫小牧 東京 清水 大阪 仙台
36.0 1 150 釧路　 東京 千葉
61.5 1 150 苫小牧 東京 釧路 仙台 大阪 名古屋
62.0 1 150 苫小牧 東京 釧路 仙台 名古屋
61.5 2 150 苫小牧 東京 釧路 仙台 大阪
川崎近海郵船 19.8 7 160
近海郵船 20.3 7 125
プリンス海運 35.0 3 50 苫小牧 川崎 八戸 仙台 追浜
近海郵船 24.5 7 160 苫小牧 敦賀
マツダロジスティクス 37.0 2 40 広島 千葉
大王海運 30.0 6 100 三島川之江 千葉 堺泉北 宇野
川崎近海汽船 33.0 2 105 北九州 常陸那珂
商船三井フェリー
日本通運
プリンス海運 26.5～37 2 102 苅田 横須賀 神戸
商船三井フェリー 26.5～33 4 160 苅田 東京 大分 御前崎
川崎近海汽船 20.0 6 160 大分 清水
川崎近海汽船 40.5 2 122 油津 東京 細島
八興運輸 20.0 3 41 宮崎 堺泉北 細島
近海郵船
琉球海運
マルエーフェリー 45.0 3 148 那覇 志布志 東京
南日本汽船
鹿児島荷役海陸運輸



































しかし，長距離フェリーは，2018 年 4 月現在，8 社 14 航路に，トラックだけでも 100～196 台輸送
可能な 35 隻が就航（図 3-1，表 3-3）し，年間 124.4 万台のトラックを輸送（2017 年度）10) してい
る．図 2-2 に示したとおり，500km 超の長距離輸送において，主に雑貨貨物を扱う代表輸送機関
としては，トラックに次ぐ 6%以上のシェアを有しており，トレーラー輸送を主とする RORO 船などの
内航海運の年間トレーラー輸送台数 110.6 万台（2016 年，港湾移入ベース）11) を上廻るトラックを
輸送している．また，トラックの輸送能力は，長距離フェリーとして現在就航する最大船「いずみ」，







                                                        
2 2012 年の内外貿ユニットロード調査のコンテナ船利用の回収データの内，発着地が明らかなデータ
566 件の内，発着地双方が国内のデータは 36%の 202 件に留まった． 
図 3-1 フェリー航路区分別の就航船と輸送能力の例 
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1991 年 41,053 社であった事業者数は，増加の一途をたどり，ピークとなった 2007 年度には
63,122 社 4 まで 5 割以上増加 12) し，輸送能力を伸ばしてきた．一方 1980 年代後半のバブル景





4 1991 年の 41,053 社，2008 年の 63,122 社には，複数の荷主の貨物を混載して輸送する特別積合せ
貨物運送，基本的に一荷主の貨物を発地から着地まで輸送する一般貨物自動車運送の他，荷主を限
表 3-3 長距離フェリーの航路一覧 
2015年7月現在の各社HP掲載ダイヤに基づき作成
※４
航行距離 航行 運航 上り便 ※１ 下り便 ※１
（km） 時間 頻度 発 着 発 着
新日本海フェリー 1,061 20 毎日 小樽 23:30 ⇒ 翌21:15 舞鶴 0:30 ⇒ 20:45 小樽
692 18 週６ 小樽 10:30 ⇒ 翌 6:30 新潟 10:30 ⇒ 翌4:30 小樽
948 19 毎日 苫小牧東 23:30 ⇒ 翌20:30 敦賀 1:00 ⇒ 20:30 苫小牧東
18～20 週６ 苫小牧東 19:30 ⇒秋田⇒ 翌15:30 新潟 23:15 ⇒秋田⇒ 翌17:20 苫小牧東
1,074 31 週１※2 苫小牧東 19:30 ⇒秋田・新潟⇒ 翌々 5:30 敦賀 10:00 ⇒新潟・秋田⇒ 翌17:20 苫小牧東
太平洋フェリー 560 15 毎日 苫小牧 19:00 ⇒ 翌10:00 仙台 19:40 ⇒ 翌11:00 苫小牧
1,330 40 隔日※3 苫小牧 19:00 ⇒仙台⇒ 翌々10:30 名古屋 19:00 ⇒仙台⇒ 翌々11:00 苫小牧
商船三井フェリー 754 19 週６ 苫小牧 18:45 ⇒ 翌14:00 大洗 18:30 ⇒ 翌13:30 苫小牧
週６ 苫小牧 1:30 ⇒ 19:45 〃 1:45 ⇒ 19:45 苫小牧
オーシャン東九フェリー 1,151 35 毎日 新門司 19:00 ⇒徳島⇒ 翌々 5:40 東京 19:30 ⇒徳島⇒ 翌々5:40 新門司
名門大洋フェリー 458 13 毎日 新門司 17:00 ⇒ 翌 5:30 大阪 17:00 ⇒ 翌5:30 新門司
毎日 新門司 19:50 ⇒ 翌 8:30 〃 19:50 ⇒ 翌8:30 新門司
阪九フェリー 458 13 毎日 新門司 17:30 ⇒ 翌 6:00 泉大津 17:30 ⇒ 翌 6:00 新門司
454 13 毎日 新門司 18:30 ⇒ 翌 7:00 神戸 18:40 ⇒ 翌 7:10 新門司
フェリーさんふらわあ 425 12 毎日 別府 18:45 ⇒ 翌 6:35 大阪 19:05 ⇒ 翌 6:55 別府
411 11 毎日 大分 19:15 ⇒ 翌 6:35 神戸 19:00 ⇒ 翌 6:20 大分
583 14 毎日 志布志 17:55 ⇒ 翌 ７:40 大阪 17:55 ⇒ 翌 8:55 志布志

















指標値 5 は，公表開始の 1993 年以来，リーマンショック後を除いて概ね±20 程度で推移してきた
が，2013 年第 4 四半期以降は，調査開始以来の高い値を示し，2017 年の年末繁忙期となる第 4
四半期に 100.7 となった．2018 年に入って指数は約 90 に落ち着くものの，「不足」（回答企業の







                                                        
定して輸送する特定貨物自動車運送，霊柩車が含まれる．2007 年度時点で，それぞれ 292 社，57,672
社，761 社，4,397 社． 
5 雇用状況の指標の値は，「不足」，「やや不足」，「適当」，「やや過剰」「過剰」と回答した会社数に，そ


































































































































ある 16) （図 3-4）． 
 
 
この若年層のドライバーが少ない要因として，以下の点が挙げられている 17) ．   
i ） 若年層人口の減少 
15 歳から 34 歳の年齢層の人口は，2000 年の 34,477 千人が，2010 年に 28,429 千人（対 2000
年比 18％減）に減少している．更に，2030 年には 22,139 千人（同 36％減，2012 年 1 月推計値）
まで減少すると推計されている 17) ． 
ii ） 若年層のクルマ離れ 




自動車運転免許（第一種普通・中型免許）保有者数で見ても，18,672 千人（2012 年末）と 10 年間
で約 22％減少（2002 年 23,882 千人）し，人口減以上に減少が進んでいる 17)  
iii ） 長時間労働・低所得 
前掲のアンケートでは，就職・転職した一番の理由の 2 位に，「賃金・一時金に魅力があったか
ら」が挙げられていた．しかし，現在の大型のトラックドライバーは，年間労働時間は 2,604 時間（図 
3-5）と全産業平均より 23％も長いにも関わらず，年間所得額は 447 万円（図 3-6）と全産業平均に








































図 3-3 トラックドライバーの平均年齢の推移 

































る 17) ． 
iv ） 2007 年の免許制度変更 

























                                                        
6 普通免許で運転できる車両重量 8 トン未満のトラックの内，車両総重量 5 トン以上の事故件数
が多いことから設けられた． 
図 3-5 ドライバーの年間労働時間の推移 
2,616 2,640 2,592 2,616 2,604 
2,520 
2,592 2,580 2,580 
2,484 












20 のﾄﾗｯｸ 産業 現状と課題（全日本ﾄﾗｯｸ協会）に基づき作成
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20 のﾄﾗｯｸ 産業 現状と課題（全日本ﾄﾗｯｸ協会）に基づき作成
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子会社に対して行ったアンケート調査 20) （483 社送付，回収数 82，回収率 17％）では，の労働基
準の内容について，「知らない」，「よく理解していない」とした割合は 46%にも及んだ 7． 
また， 2015 年 9 月に，厚生労働省・国土交通省が実施したトラック輸送状況の実態調査 21) 
で，長距離トラックのドライバーの例をみると，労働基準に定める一日あたりの拘束時間について，
全 3,349 運行の平均ですら，基準の上限を超えた 16 時間 43 分で（原則 13 時間以内の 1.29 倍）
で，原則の 13 時間以内はわずか 2 割に留まり，4 割以上が上限 16 時間を超えて従事しているよ
うな状況にあった（図 3-7）． 
労働基準がありながら，荷主の認識も低く，トラック事業者の遵守意識が低かったことがわかる． 





の安全対策の取り組みがある．2013 年 10 月から国土交通省の自動車運送事業の監査方針が改
められる 22) と共に，2014 年 4 月からは，荷主の指示等に起因してトラック事業者が処分された場
合に，荷主 8 への勧告と社名公表がされることとなった 23) ．実態調査（図 3-7）にみられるように，
2015 年時点では基準遵守の徹底には至っていないが，大手事業者やコンプライアンス遵守意識
の強い荷主企業から対応が取り始められた． 
次に，官邸に設けられた働き方改革実現会議が，2017 年 3 月に決定した「働き方改革実行計画
24) 」の中で，長時間労働の是正として，ドライバーの長時間労働も取り上げられたことが挙げられ
る．計画に基づき改正された労働基準法により，ドライバーについても，5 年間の経過期間を経て，
2024 年 4 月 1 日より，年間の 960 時間を上限とする罰則付きの時間外労働時間上限規制導入が
決まった．更に，計画では，将来的に一般則（上限 720 時間）の適用を目指すとされている． 
そして，この計画決定の時期に前後して，大手宅配事業者が，未払い残業代の存在確認をきっ
かけに，社員の労働環境改善のための配達時間帯の見直し，労働力確保と社員の処遇改善等の
                                                        





































2015 年の実態調査 21) では，長距離トラックのドライバーの運転時間は，平均 10 時間 33 分と，1
日あたりの基準（2 日平均で 1 日あたり 9 時間以内）を 17％，2 週間平均で週 44 時間以内との基
準（週 5 日平均で 8 時間 48 分）を 20％相当超過している状態にある．労働基準を遵守した運行























傷者４名を出した 2016 年 3 月の山陽自動車道トンネルの事故は，年始明け以来の 72 日間で休













トラックドライバーの需給見通しは，2013 年度に鉄道貨物協会が行った予測 17) がある． 
普通・中型のドライバーの供給は小幅増となる一方で，2030 年の大型のドライバーは，2010 年
比で 3 割以上の減少と予測しており，需給ギャップの 86 千人は，主に，大型ドライバーの不足とし
て生ずると予測（表 3-5）している． 
なお，本予測では，ドライバーの需要量は，実質 GDP の予測値に，トレンドから求めた輸送量原






このほか，2017 年に，ボストンコンサルティンググループ 27) が，ドライバーの供給 11 万人減少
（少子高齢化，職業選択率の低下）と，需要 13 万人増（ドライバーの超過勤務時間を半減させるた
めの増員需要増 9 万人，EC 普及による宅配需要増 7 万人，自動運転普及による需要減 2 万人
など）から，2027 年に現状より 24 万人のドライバーが不足するとの予測結果の概要を発表してい







993,765 1,030,413 958,443 -3.6%
964,647 924,202 872,497 -9.6%
うち大型 396,465 316,668 259,010 -34.7%
うち普通+中型 568,182 607,534 613,487 8.0%












 既に実施済みの施策の他，新たに，総合物流施策推進プログラム 29) ，自動車運送事業の働










若手世代のドライバー就業については，2017 年 3 月からの免許制度変更で，18 歳以上で取得
できる準中型免許が創設された．運転できるのは車両総重量 7.5 トン未満であるが，2007 年改正







バ－の待機時間）の短縮が有効 11 となる． 
荷役時間の短縮については，手作業による荷役が主流になっていた農産品の輸送において，統
一規格のパレットを共同利用・管理するモデルを構築することによって，荷役作業の機械化を図
り，2020 年度までに荷役時間を 30％削減する目標を掲げている． 
また，手待ち時間については，手待ち件数の多い輸送分野から，課題に関する意見交換や効果
                                                        
9 2024 年 4 月からの，自動車運転業務に対する罰則付きの時間外労働規制導入迄に，労働基準が遵
守できる環境整備を進めるため，内閣官房副長官を座長として設置された「自動車運送事業の働き方

























最大でも積載重量 13 トン程度であった単車に，フルトレーラーを連結させて，ドライバー1 人あた
り 2 台分の貨物を運べるダブル連結トラックは，2016 年度から新東名高速道路を経由する中距離
輸送で社会実験が進められ，まず，同高速道路を概ね 50％以上占める輸送を対象に，2019 年 1
月下旬に特殊車両の通行許可基準を改正する手続き 32) が開始された．また，無線による車車間
通信で 2 台目以降のトラックを無人で走行させることで，1 人が複数台のトラックを運行する隊列走
行も，ドライバーが乗った状態での公道実験が 2017 年度に開始され，2021 年に後続車有人シス




始められている．この共同輸送 12 は，車両 1 台にまとめられる貨物輸送需要が，一定頻度である













前項までのドライバー不足の要因・経緯と，2024 年 4 月に向けたドライバー1 人あたりの就業時










更に，労働基準法の改正により，2024 年 4 月からは，ドライバーにも罰則付き時間外労働の上
限規制を適用することが決まっており，ドライバーの就業時間は，更に短縮される．2015 年 9 月の
実態調査に照らせば，長距離ドライバーの勤務を労働基準に収めるためには，拘束時間で 2 割以
上，運転時間で約 2 割の時間短縮が必要となる． 
しかし，行動計画においても，全事業者が，現行の労働基準（一ヶ月の拘束時間の限度，休日労
働の限度）を遵守する目標年次を，「2023 年度末のできるだけ早い時期」と 5 年先に設定するほ
ど，ルールと実態は乖離しているのが現状である．労働基準の遵守，働き方改革の推進による就
労時間の抑制で，更に，労働力は減少し，ドライバー不足の状態は，今後とも続くと見込まれる． 





















i ） 自動車を運ぶ渡船（Ferry）の誕生 
 海や川を渡る人を運ぶことを目的とした渡船（Ferry）に，自動車を乗せた「カーフェリー」の就航
は，1934 年 3 月運航開始した現在の北九州港内の若戸航路（当時の若松市・戸畑市間の約 400
ｍ）が最初である．自動車の普及と貨物輸送の増大を背景に，トラック 2 台とオート 3 輪 4 台を搭
載できる「第 8 若戸丸」，「第 9 若戸丸」の 2 隻が就航し，若戸大橋開通の 1962 年 9 月まで運航
していた 35) ，36) ．その後，1944 年の鹿児島～桜島間の「櫻島丸」（トラック 3 台積載可能）37) ，
1950 年の下関～門司間の「第 3 関門丸」「第 4 関門丸」「第 5 関門丸」と就航した橋代わりの短距
離フェリー（航路長 100km 未満）は，モータリゼーションが進展した 1980 年には，全国で 241 航路
に及んだ 36) ． 
また，海上移動することで，移動時間を短縮するような中距離航路にもフェリー（同 100km 以上
300km 未満）が就航し，青函航路含め 1994 年現在 14 社 25 航路 36) を数えた（2018 年 5 月現
在，青函航路を除く中距離フェリーは 4 社 5 航路）． 
長距離フェリー以外のフェリー航路は，旅客を輸送する航路に，自動車も乗せる形で登場した． 
ii ） 長距離フェリーの誕生 38)   
長距離フェリーは，関光汽船社長（当時）の入谷豊州氏が，当時の慢性化した国道 2 号の渋滞，
多発する交通事故，不足するトラックドライバーなどの社会状況を背景に，国道のバイパスとして，
貨物を運ぶトラックを船で運ぶことに，社会的意義と可能性を見出し， 1968 年 8 月，北九州港小
倉と神戸港の間に，阪九フェリーを就航させたことに歴史が始まる． 
当時は，いざなぎ景気（1966～70 年）による経済成長期で，トラックの大型化や高性能化から，輸
送量や輸送距離も伸びた時期（1960 年 208 億トンキロが 1970 年には 1,359 億トンキロ，トンキロ
ベースの機関分担率でトラックは 15％から 39％へ急増 39) ）であった．名神高速道路（1965 年），
東名高速道路（1969 年）の全線開通の一方で，大阪市と北九州市を結ぶ国道 2 号は慢性渋滞の
状況にあり，これに，ドライバー不足も重なり，円滑で安定したトラック輸送が困難になっていた．ま






低運賃で，18 ノットで高速運航する航路は，同年 11 月に 2 隻目の「第六阪九」が就航すること
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で，1 日 1 便体制となり，更に，翌 1969 年 3 月には，ドライバーが同乗しない無人航送も，運輸省
通達として認められ，現在，トレーラー輸送で主流となる無人航送のルールが出来上がった． 
 
2） 長距離フェリーの盛衰の経緯 38)  
i ） 長距離フェリーの盛衰① 
 阪九フェリーの成功に，入谷自身が取り組んだ新日本海フェリーなど以外にも，全国各地で長
距離フェリーの航路開設が相次ぎ，阪神と九州・四国間の定期客船航路からのフェリー転換も含
め，わずか 5 年後の 1974 年には，18 社 27 航路に 57 隻が就航していた． 
しかし， 







化などによる旅客需要減が加わり，2000 年度初には，13 社 22 航路に 56 隻が就航していた． 
ii ） 運航ダイヤの利便性の改善 
モーダルシフト施策が出された 1990 年当時，週 3～4 便が主流であった北海道・本州航路，西
日本・関東航路は，廃止・再編される航路がある一方で，現存する航路では，2000 年前後にかけ
て，デイリー運航や航海時間短縮で，ダイヤの利便性改善が進められた（表 3-6）． 
運航社名 発港 経由港 着港 距離(km) 便数/週 所要時間 運航社名 発港 経由港 着港 便数/週 所要時間 便数/週 所要時間
舞鶴 1,061 4 31.0 小樽 舞鶴 7 21.8 3 ▲ 9.3






近海郵船 釧路 東京 1,114 4.7 29.0
東日本フェリー 565 3.5 14.7
565 7 15.0 仙台 7 15.0 0 0.0
仙台 名古屋 1,330 3.5※２ 39.5 仙台 名古屋 3.5※２ 39.5 0 0.0
東日本フェリー 室蘭 728 3 18.8 ▲ 0.6
758 3 19.3 大洗※３ 12 18.3 ▲ 1.0
1,045 4 29.3 ▲ 11.0
日本沿海ﾌｪﾘｰ・川崎近海※４ 1,045 4.0 29.8
日本高速フェリー 高知 那智勝浦 東京 726 3.5 20.5
オーシャン東九フェリー 小倉 徳島 東京 1,173 3.5 36.7 ｵｰｼｬﾝ東九ﾌｪﾘｰ※５ 新門司 徳島 東京 7 34.7 3.5 ▲ 2.0
九州急行※４ 苅田 追浜 979 2 34.5
日本カーフェリー 宮崎 川崎 887 7 20.0
室戸汽船 足摺 甲浦 神戸 362 7 11.2
名門大洋フェリー 新門司 大阪 457 14 12.0 名門大洋フェリー 大阪 14 12.5 0 0.5
泉大津 471 20 13.3 泉大津 7 12.5 ▲ 13 ▲ 0.8
神戸 465 7 14.0 神戸 7 12.5 0 ▲ 1.5
関西汽船 別府 坂手 大阪 446 14 13.0 別府 大阪 7 11.8 ▲ 7 ▲ 1.2
ダイヤモンドフェリー 大分 松山 神戸 410 14 12.0 大分 神戸 7 11.3 ▲ 7 ▲ 0.7
日本高速フェリー 志布志 大阪 580 7 15.6 志布志 大阪 7 13.8 0 ▲ 1.8
大阪 470 7 15.0 ▲ 2.7

















































日本カーフェリー 宮崎カーフェリー 宮崎 神戸※６ 7宮崎
小倉
表 3-6 1990 年と 2016 年の長距離フェリーの航路・運航便数・所要時間の変化 
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北海道航路では，それまで，片道 31 時間を要し，週 4 便運航されていた日本海側の敦賀航
路，舞鶴航路に，高速船が各 2 隻投入され，片道 21 時間程度の週 7 便運航体制になった．ま
た，太平洋側の関東航路では，東京港を利用していた片道 30 時間弱航路が，港湾などの整備が




し 35 時間の航海（途中の徳島港寄港時間を含む．）を経て翌々朝入港する全 4 隻でのデイリー
運航が始まった．また，阪神航路の減便や途中寄港廃止など，利便性低下もあったが，運航時間
の短縮も進み，現存する航路では，現行の毎日定時運航のスタイルが出来上がった． 
iii ） 長距離フェリーの盛衰② 
21 世紀に入り，フェリーを取り巻く環境は， 




（輸送に係るエネルギー消費量や CO2 排出量等）報告の義務化（2006 年度分以降が対象）を
受けた荷主のモーダルシフト意識の高まり 13 ． 
などの要因から，複合一貫輸送を見直す順風要因が出始めたものの， 
·  リーマンショック（2008 年）による景気低迷による荷動き量と輸送運賃の低迷． 
·  高速道路料金の各種割引や社会実験実施（2009 年より開始）による道路走行ルートの費用
低下と，船舶燃料用の C 重油価格の高騰に伴う燃料油価格調整金（燃料油高騰対応した乗
船運賃の上乗せ．）導入による乗船費用上昇による，輸送ルート間の価格差拡大． 
による逆風で， 2009 年には，トラック輸送台数 111 万台，旅客輸送人数 234 万人と，対 2007 年
（同 142 万台，303 万人）比で，2 割以上減少するに至った．トラックの台数 110 万台代は，1989
年に 120 万台代に乗せて以来 20 年ぶりの低水準であった． 
特に，C 重油価格（2004 年度までは 3 万円/kL 未満で推移）は，2011 年度からの 4 年間は 6 万
円台（最高値 75,900 円/kL）に及んだ 44) （図 3-10）ものの，道路輸送ルートと競合する九州・阪神
航路を中心に，調整金の全額上乗せは難しく，日本長距離フェリー協会加盟船社の運賃収入に
占める燃料費割合は 4 割近く（加盟船社平均，2004 年度までは 2 割程度）に及び，厳しい経営を
余儀なくされ，運航便数の削減や余剰船の売船，代替船建造の先送り 14 などによる航路維持の
努力が進められた． 
これら，悪条件が重なったことで，船社・航路の再編や撤退・減便が進み，2011 年 10 月に，現在
                                                        
13 日本物流団体連合会が，2006 年荷主物流子会社に対して，「省エネ法改正がモーダルシフトの誘














i ） 順風に変わってきた海運を取り巻く環境 
 長距離フェリーや，RORO 船によるトラック輸送は，逆風・順風が繰り返す外部要因に翻弄され


























































































































































































































図 3-9 長距離フェリーの航路，トラック航走台数等の推移 






















·  2012 年 5 月に発生した関越道のツアーバス事故を受けて，2013 年 10 月以降，ドライバーの
労働基準（トラック運転者の労働時間等の改善基準 19) ）等の遵守監視を強化する行政の動き
が始まる 22) と共に，トラックが違反行為をせざるを得ないような荷主関与がある場合の，荷主へ
の勧告制度の見直し（2014 年 4 月）も行われた 23) ．この結果，トレーラーをドライバー不在で
運べる，あるいは船内で単車に同乗するドライバーがしっかり休息を取れるなど，ドライバーの
負担の少ない複合一貫輸送の特徴を見直す事業者が増え始めた． 




·  2013 年度平均で 72,588 円/kL まで上昇した燃料油価格が，2015 年度に 42 千円代,2016 年
度は 37 千円代までとなり，陸上輸送ルートとの価格競争力が回復したこと． 
こうした状況から，老朽船の代替建造を見送ってきた船社の中に，積載台数を増やした新造船建
造の検討を始める動きが出はじめ，2015 年以降の新造船就航に繋がった． 
ii ） 複合一貫輸送の利用拡大の傾向 
荷主やトラック事業者の意識の変化に伴い，概ね 110 万台代で推移（2009～2015 年度）してい
た長距離フェリー航路のトラック利用台数は，2015 年度の 116 万台から，2016 年度 123 万台，
2017 年度 124 万台と，増加傾向に転じた（図 3-9）．2017 年度は，12 月以降，3 隻の長距離フェ
リーが，機関不具合などによる休便・低速運航を行う期間があり，年間の運航便数が減る中での 1
万台増となっている． 
2017 年は，月間輸送台数が平均的な 7 月でも，長距離輸送需要の集中する週央には，全航路
でほぼ満船（図 3-1145) ），年末などの繁忙期には大型化した新造船でも平日は連日満船が続く
航路が出るなど，トラックの利用台数は，確実に復調傾向にある． 

















土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 祝 火 水 木 金




















図 3-11 長距離フェリー九州～阪神・東京航路 8 航路のトラック輸送実績（2017 年） 
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まず，国際海事機関（IMO）海洋保護委員会で決定（2015 年 10 月）され，各国の沿岸海域を航
行する内航船も対象となる，船舶の燃料油中の硫黄分を 0.5％以下（現行 3.5％以下）とする規制






また，原油価格の上昇に伴い，現在の C 重油価格も値上がり傾向にあり，2018 年 7～9 月期に
は 59 千円台/kL 44) まで上昇している． 










で，四半世紀の間に航路数・便数は，減少傾向にあり（表 3-6，図 3-9），現行 14 航路の内，1 日




具体化してきている（表 3-7）46) ． 
長距離フェリーでは，代替船が就航した中距離航路の既存船により，2018 年 6 月に室蘭・宮古
航路が新設された．また，新門司・神戸航路の代替船建造に伴い，既存船投入による新門司・泉
大津航路の増便の可能性が示された． 
RORO 船では，代替船が就航した他航路既存船による航路開設（2016 年 10 月大分・清水航
路）や，既存航路の寄港地追加で，輸送需要を探る動きも始まった．大分・清水航路は，北海道航
路と接続していた週 2 便の北九州航路と集約し，週 6 便化されている（2018 年 3 月）．このほかに
も，既存航路の代替船建造中の船社があり，既存船による増便・航路開設の可能性検討が進めら
れている．定期航路空白域であった山陰沖に開設される博多・敦賀航路（2019 年 3 月，夏に週 6
便化）は，既に週 6 便運航している苫小牧・敦賀航路との乗り継ぎで，苫小牧港・博多港間での週
6 便の海上輸送も可能となる．  
しかし，各船社は，代替船建造時の大型化による輸送能力増強は進めているが，燃料費の高騰
で，海運総費用に占める割合が 3 割程度（2004 年度までは 2 割程度）に達している現状，新造船






ii ） 海運利用に合わせた小ロット輸送を進める動き 
過去のアンケートには，海運を利用する複合一貫輸送の利用拡大には，「海運輸送ルートに見
合った輸送ロットがまとまらない」という阻害要因も挙がっていた．1 回の輸送量が，海運輸送ルート
















〔海上 12ft コンテナの海上輸送〕 
量がまとまらない貨物を，鉄道コンテナと同規模の積載量 5 トン程度の海上 12ｆｔコンテナを使っ
表 3-7 長中距離フェリー・RORO 船の新造船と航路開設・増便の動向 
図 3-12 道内青果物の混載出荷施設 






















・  ドライバーの不足感を示す指標は過去に無い高い水準にあり，7 割のトラック事業者が人
手不足の状態にあること． 








を超過するほど，長時間勤務が常態化していたこと．（2015 年 9 月現在） 
○ ドライバー不足の見通し 
・  民間予測で，約 10 年後に，8～24 万人規模のドライバー数の不足が予測されているこ
と． 





・  労働基準を遵守するためには，例えば，長距離ドライバー1 人あたりの 1 日の運転時間
を，2015 年度 9 月比で，約 2 割削減することが必要であること． 
2015 年 10 月宮崎港にて著者撮影 
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現在，航路長 300km 以上の長距離フェリー航路は，14 航路に 35 隻の船が就航し，年間，トラッ




                                                        
1 2018年 6月新規開設の室蘭・宮古航路（航路長 326km）は，輸送実績が無く本稿に含めない． 
その他(台） 車両計(台） 旅客(人）
有人車 368,516 30.7% 466,083 63.5% － － －
無人車 830,589 69.3% 267,587 36.5% － － －
1,199,105 100.0% 733,671 100.0% 6,713 1,939,491 －
(1,179,558) (717,501) (18,531) (1,915,590) (2,262,372)
有人車 207,237 33.9% 233,033 66.2% － － －
無人車 404,139 66.1% 118,876 33.8% － － －
計 611,376 100.0% 351,909 100.0% 4,635 967,922 －
有人車 161,279 27.4% 233,051 61.0% － － －
無人車 426,450 72.6% 148,711 39.0% － － －


































と本州，北海道と本州の間を航路区間とする 16 航路区間を対象とし，これを発着地の地域毎に 9
航路群にまとめ（表 4-2），航路群や利用車種（有人車・無人車の別）などによってみる（輸送台数
等の実績データの値は，参考資料 5参照） 
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まず，全航路のトラック輸送台数を，九州発着 8 航路 8 航路区間を 4 航路群（表 4-2 中①～④）









北海道発着航路の輸送台数は，上下便差は小さいものの，9～10 月には 25 千台弱，1～2 月は
15～16 千台程度と，大きな季節変動を抱えている．また，実車率をみると，通年平均 78％，冬期
は 7 割程度の上り便が 9月～10 月は 9 割近くに上昇する一方で，夏場以外は 9割代半ばの下り





















対象図表 表4-1，4 表4-5～7 表4-1，4 図4-1～5 表4-8,10～11 表4-5～7
1 北九州～神戸 1 北九州～神戸 ○
2 北九州～泉大津 2 北九州～泉大津 ○
3 北九州～大阪 3 北九州～大阪 ○
4 別府～大阪 4 別府～大阪 ○
5 大分～神戸 5 大分～神戸 ○
6 宮崎～神戸 6 宮崎～神戸 ○
7 志布志～大阪 7 志布志～大阪 ○
8 北九州～東京 ○ ④ 九州北部・京浜航路 ○ ○ ○
9 北九州～徳島 ○ ⑤ 九州北部・東四国航路 ー ○ ○
10 徳島～東京 ○ ⑥ 東四国・京浜航路 ー ○ ○
9 小樽～舞鶴 11 小樽～舞鶴 ○ ⑦ 若狭湾航路 ○ ○ ○
10 小樽～新潟 12 小樽～新潟 ○ ⑧ 北陸航路 ○ ○ ○
11 苫小牧～敦賀
14 苫小牧～新潟 ○ ⑧ 北陸航路 ○ ○ ○
15 苫小牧～秋田 ○ ⑨ 東北航路 ○ ○ ○
16 秋田～敦賀 × ⑫ 東北・中部航路 ー ○ △※
17 秋田～新潟 ×
18 新潟～敦賀 ×
13 苫小牧～大洗 19 苫小牧～大洗 ○ ⑩ 北関東航路 ○ ○ ○
20 苫小牧～仙台 ○ ⑨ 東北航路 ○ ○ ○
21 苫小牧～名古屋 ○ ⑪ 中京航路 ○ ○ ○































































図 4-2 で合計値の特徴をみた九州・本州間の 4 航路群について，それぞれ航路群別の特徴を
見る．図 4-2 の上下便別の輸送台数，実車・空車の内訳の他に，有人車・無人車内訳を加えて，
図 4-4に示した． 
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図 4-2 九州・本州航路のトラックの輸送台数 












































































大阪港）航路で，2 社 2 航路の 2 便/日が 13～14 時間で運航している．高速道路距離で 1,300m
以上離れた関東圏への 2 日目配送・3 日目販売が可能な唯一の輸送ルートとして，上り便の 58％
を畜産品や野菜・果物の農水産品が占めているのが特徴的である． 





















































































図 4-3 で合計値の特徴をみた北海道（苫小牧港，小樽港）発着の 5 航路群について，それぞれ
の航路群別の特徴を見る(図 4-5) 
〔若狭湾航路〕 
若狭湾（舞鶴港，敦賀港）航路は，1 社 2 航路の 2 便/日が，深夜 23:30～1:00 に出港し 19～20
時間をかけて運航している．この他，北陸航路の秋田港経由の新潟便が週 1 便，敦賀まで運航し
ている． 






首都圏と結ぶ北関東（茨城港大洗港区）航路は，苫小牧港との間の 1 社 1 航路で，夕刻発と深







































































北陸（新潟港）航路は，1 社 2 航路が就航し，小樽港発着の直行便（10:30 出港）と，苫小牧港発





徴である．特に，下り便の有人車（14 千台）は，上り便（8 千台）に比べ 5 千台以上多く，有人車率
も 30%と高くなっている． 
〔東北航路〕 
比較的短い距離の東北（秋田港，仙台塩釜港仙台港区）航路は，2 社 2 航路（苫小牧発着の北








間は毎日運航．）にて 40 時間をかけて運航している．長距離フェリー14 航路中，最長距離の航路
である． 
北海道航路の中では，唯一，上り便の農水産品が 4%と低く，紙パルプなどの軽工業品（上り




































11 月実施の内外貿ユニットロード貨物流動調査（UL 調査）3) の純流動ベースの個データ（中短距
離等含めたフェリー全 8,759件．この内，長距離フェリー利用は 4,459件．）から分析する． 
〔九州航路〕 
UL 調査のデータから，九州航路を利用した関東圏向けトラックの航路利用状況を図 4-6 に示す． 
表 4-3 長距離フェリーを利用する主なトラックの特徴 
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全 187 データの内，九州と関東圏を海路で直接結ぶ九州北部・京浜航路の利用は 43％に留ま





















崎県内の輸送事業者（3.4.2-2）-ⅱ）参照）は，2016 年 10 月に大分港・清水港間を 20 時間で結ぶ







図 4-6 九州発関東向けトラックの利用航路 



















北海道航路では，全データ 612 件の内，関東圏と直接結ぶ北関東航路の利用は 28%に留まり，
青函航路 33%，八戸航路 25%と短中距離のフェリーが多く利用されている． 
関東に直結する北関東航路の利用は，単車全体の 8％に留まる一方で，トレーラーでは 70％と


















図 4-7 北海道発関東向けトラックの利用航路 

























卸 3 を，途中の東北地区内で行いながら，関東に向かった車両 4 が多かったことも考えられる．特
に，関東向けの単車が，下船後，東京まで約 700kmの距離（時速 80kmで直接向かっても約 9時
間）の走行を要する中短距離航路を 8 割以上利用していること，中短距離航路利用のトラックの半



















































































による輸送距離で 500km 超相当の輸送を長距離輸送としていることから，長距離フェリーの 14 航
路 22 航路区間の内，発着地間の道路輸送距離が 500km 超となる 12 の航路群（表 4-2 参照）を
分析対象とする．なお，本節分析から除く道路距離 500km以下の中距離の航路区間（表 4-2中の



















22 20 19 8 3 2 2 1 1 1
合計 1,199,105 1,195,498 1,193,229 658,005 339,835 125,794 138,757 53,619 4,769 15,884
実車 1,010,774 1,008,035 1,006,102 551,299 277,192 113,666 116,263 44,178 4,416 13,198
空車 188,331 187,463 187,127 106,705 62,643 12,127 22,494 9,441 352 2,686
計 611,376 609,340 608,028 339,517 170,612 66,890 79,250 22,764 1,638 10,178
実車 477,847 476,155 475,123 263,279 115,827 59,247 67,976 20,228 1,606 9,488
空車 133,530 133,185 132,905 76,238 54,785 7,644 11,274 2,536 32 690
計 587,729 586,158 585,201 318,488 169,223 58,903 59,507 30,855 3,131 5,706
実車 532,927 531,880 530,979 288,021 161,364 54,420 48,287 23,950 2,811 3,710
空車 54,802 54,278 54,222 30,467 7,858 4,484 11,220 6,905 320 1,996
計 ⑦若狭湾航路 ⑧北陸航路 ⑨東北航路 ⑩北関東航路 ⑪中京航路 東東北・中京航路
西東北・若狭湾航
路
8 2 2 2 1 1 1 1 2
合計 494,853 153,663 84,814 91,508 144,981 19,888 19,719 2,269 3,607
実車 418,966 133,347 64,839 77,582 125,383 17,814 18,223 1,933 2,739
空車 75,888 20,316 19,974 13,926 19,599 2,073 1,496 336 868
計 246,442 76,620 39,165 50,055 70,344 10,257 10,253 1,312 2,036
実車 191,532 65,024 21,088 40,396 56,456 8,568 9,219 1,032 1,692
空車 54,910 11,596 18,077 9,659 13,888 1,689 1,034 280 344
計 248,411 77,043 45,648 41,452 74,637 9,631 9,466 957 1,571
実車 227,434 68,324 43,751 37,186 68,926 9,246 9,004 901 1,047






















表 4-4 長距離フェリー航路の航路区間群別の 8 社輸送実績（2013～2015 年度平均）（台） 
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 トラック 1台あたりの貨物積載量 
積載トン数原単位の算出には，現在，利用可能な最新調査として，2012 年 UL調査（2012 年 11
月中のいずれかの 2 日分の航海において調査票を配布．）の原データを用いて求める．同調査の












                                                        
5 表 4-5参照．14航路の全 22航路区間の内，3航路（航路群⑫の秋田港・敦賀港間と，航路群⑬）は
UL調査でデータが取得できていない．このため，表 4-5 の航路群⑫には，仙台港・名古屋港間の値を
示した． 




UL調査 86.1 83.6 81.2 87.0 81.2 94.5 55.2 98.8 89.1 84.1 83.7 85.6 95.2 94.1 100.0
8社輸送実績 84.3 83.8 81.6 90.4 83.8 82.4 92.6 83.1 84.7 86.8 76.4 84.8 86.5 89.6 92.4
UL調査ー輸送実績 1.8 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 3.4 ▲ 2.6 12.1 ▲ 37.4 15.7 4.5 ▲ 2.7 7.3 0.9 8.7 4.5 7.6
UL調査 78.8 73.7 66.6 78.6 82.1 87.1 41.5 98.4 86.1 83.4 69.6 92.2 92.6 100.0 100.0
8社輸送実績 78.2 77.5 67.9 88.6 85.8 88.9 98.0 93.2 77.7 84.9 53.8 80.7 80.3 89.9 89.9
UL調査-輸送実績 0.7 ▲ 3.9 ▲ 1.3 ▲ 10.0 ▲ 3.7 ▲ 1.8 ▲ 56.6 5.1 8.3 ▲ 1.4 15.8 11.5 12.4 10.1 10.1
UL調査 92.8 93.8 95.8 95.1 79.8 100.0 76.9 100.0 91.5 84.6 92.5 90.9 97.3 90.9 100.0
8社輸送実績 90.7 90.4 95.4 92.4 81.1 77.6 89.8 65.0 91.6 88.7 95.8 89.7 92.3 96.0 95.1





































表 4-5 長距離フェリーの各航路区間群別の積載トン数原単位 
実車 空車 計 実車のみ 空車込 実車 空車 計 実車のみ 空車込 実車 空車 計 実車のみ 空車込
634 318 952 9,300,230 14.67 9.77 916 40 956 15,740,465 17.18 16.46 1,550 358 1,908 25,040,695 16.16 13.12
231 63 294 3,524,730 15.26 11.99 291 15 306 4,461,570 15.33 14.58 522 78 600 7,986,300 15.30 13.31
316 69 385 4,083,900 12.92 10.61 206 52 258 3,074,500 14.92 11.92 522 121 643 7,158,400 13.71 11.13
135 20 155 2,511,600 18.60 16.20 209 0 209 4,342,000 20.78 20.78 344 20 364 6,853,600 19.92 18.83
1,316 470 1,786 19,420,460 14.76 10.87 1,622 107 1,729 27,618,535 17.03 15.97 2,938 577 3,515 47,038,995 16.01 13.38
17 24 41 295,000 17.35 7.20 20 6 26 316,000 15.80 12.15 37 30 67 611,000 16.51 9.12
60 1 61 992,200 16.54 16.27 25 0 25 470,000 18.80 18.80 85 1 86 1,462,200 17.20 17.00
332 66 398 4,805,150 14.47 12.07 430 78 508 6,263,130 14.57 12.33 762 144 906 11,068,280 14.53 12.22
133 58 191 1,845,010 13.87 9.66 283 23 306 3,153,300 11.14 10.30 416 81 497 4,998,310 12.02 10.06








301 24 325 5,391,000 17.91 16.59 397 11 408 6,172,500 15.55 15.13 698 35 733 11,563,500 16.57 15.78
30 0 30 580,000 19.33 19.33 50 5 55 939,000 18.78 17.07 80 5 85 1,519,000 18.99 17.87
1,044 169 1,213 16,202,760 15.52 13.36 1,429 132 1,561 20,676,730 14.47 13.25 2,473 301 2,774 36,879,490 14.91 13.29
37 0 37 741,000 20.03 20.03 51 0 51 966,000 18.94 18.94 88 0 88 1,707,000 19.40 19.40

















































全航路群の値によって求めた輸送量 A と，航路群毎の値によって求めた輸送量 Bの差異を，実
車のみの値によって求めた輸送量 a，空車込みの値によって求めた輸送量 b それぞれで，往復，
上り，下り別にみる（表中A/B）と，空車の上り 1.4%を除くと，他は 0.4％以内の差に留まる．しかし，
実車率の影響を受けない実車のみの値によって求めた輸送量 aと，実車率の影響を受ける空車込
みの値によって求めた輸送量 bの差異（表中 b/a）は，全航路群の値によって求めた輸送量 A上り







· A,B の何れの方法によっても，UL 調査から求めた積載トン数原単位による輸送量把握は，2％
程度の誤差を有すること． 
が確認できたことから，次節では，UL 調査の全航路群の合計値としての輸送台数，輸送貨物量か




表 4-4 の 8 社輸送実績の台数（実車のみの台数，空車を含めた台数．⑬中距離航路分を除く，
道路距離 500km 超相当の 20 航路区間分）に対し，全航路群の値によって求めた積載トン数原単
A/B A/B
A 全航路群の台数・原単位による計算 15,697 16,025 102.09%
B 航路群毎の台数・原単位による計算の合計 15,637 16,037 102.56%
A 全航路群の台数・原単位による計算値 7,231 7,295 100.89%
B 航路群毎の台数・原単位による計算値の合計 7,221 7,396 102.42%
A 全航路群の台数・原単位による計算値 8,444 8,634 102.25%































表 4-7 8 社輸送実績の台数と積載トン数原単位から求めた貨物輸送量の比較 
85 
 
位を乗じて求めた長距離フェリー年間の貨物輸送量を表 4-8にまとめた 6 ． 
実車のみを対象とした場合，道路距離 500km 超に相当する航路群・航路区間の 1,008 千台に，
積載トン数原単位 15.60 トン／台を乗じて，年間貨物輸送量は，15.7百万トンを得た． 







県を除く）間 7 の貨物輸送量を把握する． 
 輸送経路において長距離フェリーを利用可能な都道府県 
輸送経路の一部で，長距離フェリーの利用が可能な貨物輸送量を把握する．具体的には，以下














                                                        
6 表 4-2の全 14航路 22航路区間 13航路群のうち，表 4-7では，UL調査の回収データがある 14航
路 19航路区間 12航路群を対象としている．表 4-8は，UL調査の回収データはないものの，道路距
離で 500km超ある航路群⑫の航路区間 13秋田～敦賀航路の輸送量を加え作成している． 
7 貨物輸送量の統計として用いる貨物地域流動調査において，沖縄県は，トラックによる県外との貨物
輸送は 0計上されているため，沖縄県を除く 46都道府県間の府県間輸送を対象とする． 
表 4-8 長距離フェリー利用による長距離貨物輸送量 
輸送台数(台） 原単位(㌧/台） 輸送量(千㌧） 輸送台数(台） 原単位(㌧/台） 輸送量(千㌧）
往復 1,008,035 15.60 15,727 1,195,498 13.43 16,056
上り 476,155 15.22 7,247 609,340 12.00 7,311













 山口県と，道路距離で 500km 超離れた京都府・三重県・和歌山県以東の府県との間の府
県間輸送（北九州港発着航路を利用）． 






















































































































































北海道 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
青森県 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岩手県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
宮城県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福島県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
秋田県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
山形県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
茨城県 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
栃木県 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
群馬県 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
埼玉県 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
千葉県 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
東京都 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
神奈川県 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
新潟県 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
富山県 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
石川県 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福井県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
山梨県 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
長野県 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
静岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岐阜県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
愛知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
三重県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
滋賀県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
京都府 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
奈良県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
和歌山県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
大阪府 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
兵庫県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
鳥取県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
島根県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇
岡山県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇
広島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇
山口県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
香川県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇
愛媛県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇
徳島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
高知県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
福岡県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
佐賀県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
長崎県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
熊本県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
大分県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
宮崎県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -
鹿児島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 -




























3,420 3,254 95% 滋賀 2,299 1,088 47%
青森 2,141 520 24% 京都 1,486 599 40%
岩手 2,591 677 26% 奈良 285 91 32%
宮城 1,351 1,099 81% 和歌山 1,141 170 15%
福島 1,405 222 16% 大阪 8,863 3,648 41%
秋田 2,051 19 1% 兵庫 5,571 2,204 40%
山形 1,093 136 12% 鳥取 420 1 0%
茨城 3,269 827 25% 島根 341 7 2%
栃木 2,268 647 29% 岡山 2,529 349 14%
群馬 1,306 282 22% 広島 2,390 19 1%
埼玉 5,613 1,622 29% 山口 1,865 1,865 100%
千葉 4,601 1,043 23% 香川 2,574 1,181 46%
東京 6,286 2,334 37% 愛媛 5,069 2,128 42%
神奈川 3,082 1,209 39% 徳島 1,443 1,396 97%
新潟 2,256 302 13% 高知 824 365 44%
富山 637 349 55% 福岡 4,654 4,563 98%
石川 213 114 53% 佐賀 1,751 1,516 87%
福井 423 218 51% 長崎 1,668 1,603 96%
山梨 296 82 28% 熊本 2,170 1,949 90%
長野 942 521 55% 大分 1,001 788 79%
静岡 4,807 1,450 30% 宮崎 1,230 1,057 86%
岐阜 869 607 70% 鹿児島 865 671 78%
愛知 4,455 2,981 67% 0 0
































表 4-10 道路距離 500km 超の府県間のトラック貨物輸送量と， 
このうち，長距離フェリー航路利用可能な府県間の貨物輸送量 








500kn 超離れた他府県へのトラックによる長距離の貨物輸送量（表 4-9 で○を付した府県間）と，
この内，輸送経路の一部で長距離フェリー航路を利用な他府県へのトラックによる貨物輸送量（同






4.3.2 で求めたトラックによる長距離の貨物輸送量 107.3 百トン，この内，輸送経路の一部で長距
離フェリー航路を貨物輸送量 48.7 百万トンと，4.3.1 で求めた長距離フェリーによる貨物輸送量
15.7百万トンの間の割合を表 4-11にまとめた．     
これより， 
○  道路距離で 500km 超の府県間で，1 年間にトラックによって輸送される長距離貨物輸送量
107.3 百万トンのうち，45%相当の 48.7 百万トンが，輸送経路の一部で長距離フェリー航路を
利用可能な府県間輸送量であること． 








は 13.8％となる．これは，表 4-11 では「道路距離 500km 超の府県間トラック輸送量」に対する「長
距離フェリーによる輸送実績」の割合 14.7%に相当する．それぞれ，算出方法や算出に用いた統




















○  トレーラーを中心とした無人車輸送が，航路利用全車両平均で 69%であるが，航路群別に
見ると 41%～98%と大きな開きがあること． 









○  道路距離で 500km超の長距離をトラックで輸送する貨物量は年間 107.8 百万トンあり，この
45％相当の 48.7 百万トンは輸送経路途上で長距離フェリー航路を利用できる府県間輸送で
あること． 
○  トラックによる長距離貨物輸送 107.8 百万トンの 15%相当，輸送経路途上で長距離フェリー

















1)  国土交通省：平成 28年度港湾統計（年報）． 
2)  日本長距離フェリー協会：平成 25年度輸送実績，2014など各年度データ． 
3)  国土交通省港湾局：平成 24 年度内外貿ユニットロード貨物流動調査，2013．http://www.mlit.go.jp/statistics/ 
details/port_list.html，2018/05/17，最終閲覧． 
4)  高橋宏直・松尾智征・山本幸司 :国内一般貨物輸送の海運分担率推計に関する研究，土木学会論文
集,No.709，Ⅳ-56，pp139-148，2002. 
5)  国土交通省：平成 25年度貨物地域流動調査，運輸政策研究機構，2015.8など各年度資料版 





















































































                                                        
1 北海道のタマネギ出荷量は，道産野菜出荷量の 2割，全国のタマネギ出荷量の約 6割を占める 1) ． 

































































































































市場での取引は，市場内の卸売業者（太田市場の青果取扱は 3 社）に，各地の JA から委託











なお，貨物船である RORO 船は，法令上 12 名までしか旅客（＝ドライバー）を乗船させること
ができないため，ドライバーが車両と共に同乗する単車の利用例は限られる．本例でも，トレー
























































船員の体制は，長距離フェリー同様に，4時間勤務を 1日 2回ずつ行う 3交代制で行われる．
長距離フェリー同様に，船内に，概ね 11名程度の船員が乗船しており，航海中は航海士 2名，

























































④ 幹線輸送（鉄道運行） （運行時刻は何れも 2016年度ダイヤによる．） 
貨物列車は，まず，北見駅から北旭川駅まで運行する．当該区間は線路勾配がきついことか
ら，コンテナ 5個積み貨車 11両を，機関車 2両（機関士各 1名）が前後から挟み混んで，北見





札幌駅から東京へは，貨車 20 両編成で，隅田川駅行 5 本（別途不定期便 3 本），東京貨物
ターミナル駅行 1本（同 1本）のダイヤが組まれている．北見出発翌日 2日目朝の 5時 01分に
出発する列車の隅田川駅到着は翌 3日目朝 5時 28分となる．この間，途中機関士交代はある
ものの，機関車は機関士 1名の乗務で東京まで運行される． 
なお，北海道内からのコンテナ列車は，東京，大阪方面行を中心に，遠くは福岡貨物ターミ






























道路走行時の時速を，高速道路 80km，首都高速道路 60km，都内一般道 20km，その他一
般道 40km とすると，全運転時間は道内 8時間 25分，本州内 9時間 17分の計 17時間 42分
となり，労働基準の 1 日平均の運転時間 9 時間の 2 日分に収まる．因みに，運転 4 時間毎に
30 分以上必要とする休憩時間を，道内・本州内で，それぞれ 30 分ずつ 2 回，この他勤務日の
間に 8時間以上の確保が必要な休息期間 8時間（労働基準でフェリー乗船中は休息期間の一
部に参入できる．）の他，フェリー受付後の乗船待ち時間などを含めると，選果場出発から大田









流労働生産性を式 5.1 によって定義する．なお，式 5.1 による定量的な物流労働生産性の値を言









② ○ ○ ○
○ ○
○
























待機 ドライバー ○ ○




























































































表 5-1 各工程で輸送に従事する者とドライバーの同行の工程 
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物流労働生産性指標 LPI =  
輸送貨物量(トン) × 輸送距離(km)
 当該輸送の就業者人数(人) × 従事時間(時間) 
 
=  
𝑤 × ∑ 𝑑𝑖𝑖 
 ∑ (𝑖  ∑ 𝑚𝑤𝑖𝑗 × 𝑡𝑖𝑗) 𝑗 
  ・・・・・・・・・・・・・（式 5.1） 
 
i    ： 各発地の積込から着地の荷卸までの各輸送工程 
（本稿では図 5-5の①～⑧の全 8工程とする．） 
j    ： 各輸送工程 i における各作業（本稿の指標測定における各輸送工程 i の各作業 j の内
訳は，以下の他，詳細を参考資料 6に示す．） 
道路走行： 本稿では，道路の種別（高速道路，都市高速，一般道の別），うち一般道
は地区（都内，政令指定都市，その他の別）毎の 5 区分で走行速度を設定． 






w   ： 各当該輸送ルート毎の輸送システム・輸送実態に応じた単位輸送貨物量（トン） 
di     ： 各輸送工程の輸送距離（km） 
mwiｊ  ： 各輸送工程・作業で，直接的に当該輸送に従事する，単位輸送貨物量(w)あたりの従
事者人数（人）  
tiｊ      ： 各輸送工程・作業で，直接的に人が当該輸送に従事する時間（時間） 
 



























の場合，各トラックのドライバー1名が 5 トン当たり 30分をかけて行う． 
なお，トラック・コンテナへの貨物積載量は，本稿においては輸送ルート毎の比較を行うため，各
輸送ルートの輸送システムの最大積載量とし，トレーラーで 20 トン，単車で 10 トン，鉄道コンテナ
で 5 トンとする． 
〔従事者数・従事時間の設定根拠〕 
本条件は，下記のヒアリング，報告書掲載値に基づき設定する． 
・  20kg詰めの段ボールの積込・荷卸には，20 トン積トレーラー（1,000個）で 2時間，5 トン積
鉄道 12ft コンテナ（250個）で 30分程度を要する．発地側のリフトマンが，フォークリフトによ
ってトラックに横付けしたパレット上の段ボールを，ドライバー1 名でトラック荷台に手作業で

















・  JR コンテナ 1 個あたりの積込時間，荷卸時間 30 分（士幌町農業協同組合：第 6 回グリー
ン物流パートナーシップ会議配付資料 5) ）． 
なお，トラック輸送状況の実態調査 6) （有効回答数：事業者 1，252 社所属ドライバー5，029 名）
によれば，1 運行あたりの荷役時間の平均値は，トレーラー（車種別）：2 時間 30 分，長距離（走行




・ 20 トントレーラー積込は，10kg箱 2,000個の積込に，2人の手積みで 1時間 40分～2時間
程度．（士幌町農業協同組合インタビュー記事 7) ，2005 年掲載．）〔出荷側組織の要員数も
算入されている可能性があるため．〕 
・ 5 トン積鉄道 12ft コンテナの荷卸の際，積荷の積み付け状態は酷かったこと，品目別・サイ
ズ別にパレット積みしての荷卸が求められたことが重なり，2 人掛かりで 2 時間要したことが





フォークリフトによる機械荷役にした場合，労働投入量は，手荷役の場合の 1/4 とする． 
〔従事者数・従事時間の設定根拠〕 
本条件は，下記のヒアリング，報告書掲載値に基づき設定する． 
なお，下記例の短縮割合はそれぞれ 1/4，1/6 となるが，手荷役場合からの 5 分，10 分単位での
精度の回答と判断し，前者の 1/4を採用する． 
・ 20kg 詰めの段ボールの積込・荷卸をパレット化でフォークリフト荷役する試行輸送で，20 ト
ン積トレーラー（1,000個）の場合，手荷役の 2時間から 30 分に短縮できる．（北海道内のタ
マネギ出荷団体の物流担当者ヒアリング，2016年 3月実施） 
・ JR コンテナへの積込時間，荷卸時間 手荷役 30 分→パレット・フォークリフト荷役 5 分（士









































































平均分秒 最短 最長 台数
2016年6月24日 シルバーフェリー※ 八戸港 苫小牧港 3:51 2:24 5:40 18
2016年6月23日 太平洋フェリー 苫小牧西港 仙台･名古屋港 3:48 3:03 4:48 7
2016年5月3日 商船三井フェリー 大洗港 苫小牧港 2:58 1:45 5:15 18
2015年10月7日 名門大洋フェリー 大阪南港 北九州港 3:37 2:00 5:49 19
2015年9月28日 阪九フェリー 神戸港六甲 北九州港 3:52 2:39 5:10 7
2015年9月28日 ふぇりーさんふらわあ 神戸港六甲 大分港 4:11 3:27 5:50 10
2016年9月16日 ふぇりーさんふらわあ 大阪港コスモ 別府港 5:41 3:00 9:25 26
平均 3:59 合計 105
※ シルバーフェリーは，中距離フェリーであるが，船舶構造など，長距離フェリーと類似のため観測対象に加えた．
ヘッド乗船から下船までの所要時間
観測日 船社・航路名 観測港 相手港
表 5-2 トレーラー１台を乗船させるためのヘッドの従事時間 
観測
平均分秒 最短 最長 台数
2015年9月29日 宮崎カーフェリー 神戸港三宮 宮崎港 3:46 2:15 4:45 19
2016年5月3日 商船三井フェリー 大洗港 苫小牧港 2:21 1:14 3:05 26
2016年6月23日 シルバーフェリー※1 苫小牧港 八戸港 2:24 1:26 3:27 4
2016年6月24日 シルバーフェリー※1 八戸港 苫小牧港 3:40 3:11 4:53 8
2016年5月3日 近海郵船・川崎汽船※2 常陸那珂港 苫小牧港 3:07 1:33 4:10 7






















距離フェリーの場合で，乗船時 1 分半，下船時 1 分，北海道発着で全区間道路走行の場合に利








なお，長距離フェリーが，3時間半以上の停泊時間内に，最大積載台数で 204 台～308 台のトラ
平均分秒 観測時間 観測台数
2016年6月24日 シルバーフェリー※1 八戸港 苫小牧港 01:54 17:09 9
2016年5月3日 商船三井フェリー 大洗港 苫小牧港 01:48 16:12 9
2015年10月7日 名門大洋フェリー 大阪南港 北九州港 01:08 21:27 19
2015年9月28日 阪九フェリー 神戸港六甲 北九州港 02:30 22:30 9
2015年9月28日 フェリーさんふらわあ 神戸港六甲 大分港 02:05 25:00 12
平均 01:53 合計 58
2015年9月29日 宮崎 神戸港三宮 宮崎港 01:09 27:29 24
2016年5月3日 商船三井 大洗港 苫小牧港 00:40 20:00 30
2016年6月24日 シルバー 八戸港 苫小牧港 00:52 06:04 7
平均 00:54 合計 61
2016年6月24日 青函フェリー 青森港 00:35 08:17 14
平均 00:35 合計 14
2016年6月24日 津軽海峡フェリー 青森港 00:11 02:18 13
2016年9月3日 青函フェリー 函館港 00:11 03:35 20






















観測日 船社・航路名 観測港 相手港
トラック(単車）の乗船所要時間



























フォークリフトのリフトマン各 1名が，1 コンテナの積卸に 1分間従事する． 
鉄道駅におけるコンテナ車両への積卸は，リフトマン 1名が 1分間従事する． 
〔従事者数・従事時間の設定根拠〕 
本条件は，JR貨物札幌貨物ターミナル駅（2016年 6月 22日）の現地観測のほか，youtubeの動
























航海中の船舶には，船員 11名が乗船し，航海時間中 1時間（途中寄港航路は寄港毎に 1時間




6 つに分割し，1 日に 2 回 4 時間勤務に就くことが一般
的な勤務体制となっている．長距離フェリーや RORO 船
のような大型船の場合，航海士 2名，機関士 1名の 3名





















































輸送能力については， JR貨物時刻表 14) の 26両，24両編成列車一覧に明記されている便・区
間はその貨車数，その他の幹線区間は 20 両編成とし，幹線区間以外の地方路線については，JR
貨物担当者にヒアリングして，貨車編成車両数を決めた． 














ディーゼル機関車 2両に牽引された 11両編成を，機関車 1両 20両に編成変更する北旭川駅，
青函トンネル専用機関車に交換する函館貨物駅及び東青森駅，九州各駅からの編成を，26 両又
は 24両編成に編成変更する福岡貨物ターミナル駅では，機関車交換作業を計上した． 













トラック輸送状況の実態調査 6) によると．全 27,266 運行の 46％相当の 12,537 運行で手待ちが
発生している．手待ちが発生した場合の荷役作業 1回当たりの平均手待ち時間は 1時間 9分で，
着荷主都合による場合で 1時間 3分，手荷役の場合で 1時間 7分となっている．（輸送距離帯別，
車種別等の内訳不明．） 









検討は，5.2 で実態紹介したタマネギの代表的生産地の北海道北見市幡野町の JA きたみらい




センターと，大阪府茨木市宮島の北大阪流通センターまで輸送する 4ケースの計 8ケースで行う． 
ケース毎に，2016 年版長距離フェリー，内航 RORO 船ガイド，2016 JR 貨物時刻表より，利用で
きる航路，列車を選び，物流労働生産性指標 LPI を求めた．各ケースのそれぞれのルートの総輸















































長距離フェリー 苫小牧西港 大洗港 1,204 450 ※ 1,454
RORO船 釧路港 東京港 1,245 149 2,523
RORO船 釧路港 日立港 1,075 285 ※ 1,459
鉄道 北見駅 隅田川駅 1,556 27 2,804
トラック(10㌧） 函館港 青森港 1,400 1,287 589
長距離フェリー 苫小牧東港 敦賀港 1,415 467 ※ 1,832
RORO船 釧路港 大阪港 2,004 157 3,713
RORO船 苫小牧西港 敦賀港 1,428 467 ※ 1,914
鉄道 北見駅 百済駅 1,886 17 4,046
トラック(10㌧） 函館港 青森港 1,760 1,647 597
長距離フェリー 北九州港 東京港 1,305 142 2,663
RORO船 博多港 東京港 1,242 91 2,866
鉄道 鍋島駅 隅田川駅 1,265 21 2,753
トラック(10㌧） － － 1,168 1,168 615
長距離フェリー 北九州港 大阪南港 604 146 ※ 1,277
鉄道 鍋島駅 百済駅 753 29 1,584
トラック(10㌧） － － 685 685 532
長距離フェリー 苫小牧西港 大洗港 944 190 ※ 1,553
RORO船 苫小牧西港 東京港 1,088 66 2,801
RORO船 苫小牧西港 常陸那珂港 949 195 ※ 1,537
鉄道 札幌貨タ 隅田川駅 1,232 22 2,651
トラック(10㌧） 函館港 青森港 1,123 1,010 594
トラック(10㌧） 苫小牧西港 八戸港 967 725 601
長距離フェリー 苫小牧東港 敦賀港 1,141 193 2,138
長距離フェリー 小樽港 舞鶴港 1,215 154 2,503
RORO船 苫小牧西港 敦賀港 1,146 185 2,174
RORO船 苫小牧西港 大阪南港 2,254 92 4,686
鉄道 札幌貨タ 大阪貨タ 1,541 4 3,913
トラック(10㌧） 函館港 青森港 1,471 1,358 588
長距離フェリー 北九州港 東京港 1,248 85 2,928
RORO船 博多港 東京港 1,168 17 3,627
鉄道 福岡貨タ 東京貨タ 1,187 7 3,491
トラック(10㌧） － － 1,086 1,086 625
長距離フェリー 北九州港 大阪南港 562 104 1,224
鉄道 福岡貨タ 大阪貨タ 653 8 1,738






































フェリー輸送ルート 8 9 562 1,415 1.22 2.93




7 12 562 2,254 1.22 4.69
トラック輸送ルート 8 9 602 1,760 0.53 0.62
合計 8 36






























































海運輸送ルート（全ルート）：LPI = (2.16 ln D - 12.9)✕103 (R2=0.562)   ・・・・・ (式 5.2 ) 
鉄道輸送ルート        ：LPI = (2.21 ln D - 12.8)✕103 (R2=0.772)  ・・・・・ (式 5.3 ) 
トラック輸送ルート       ：LPI = (0.0636 ln D+ 0.142)✕103 (R2=0.475) ・・・ (式 5.4 ) 
海運輸送ルートに関しては，航路数が限られるため，最寄り駅が比較的近い鉄道輸送ルートに
比べ，5.2.1の例のように，最寄り港湾が遠方となる輸送例がある．このため，総輸送距離 Dに占め
る道路走行距離の割合が 2割以上のルート（表 5-5に※を付したルート）を除いた関係を求めた． 
海運輸送ルート（道路走行距離が 2 割未満のルート） 
： LPI = (2.29 ln D – 13.5)✕103 (R2=0.765) ・・・・ (式 5.5)  










生産性 LPIの値は，道路走行距離が 2割未満の海運輸送ルート（式 5.5）で 2.75×103，鉄道輸送
















=   
 ∑ (𝑖  ∑ 𝑚𝑤𝑖𝑗 × 60 𝑡𝑖𝑗) 𝑗 
𝑤
   ・・・・・・・・・・・・・・・（式 5.6） 
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この労働投入量は，物流労働生産性指標 LPI と 
労働投入量 = 60（分/時間）／ ( 物流労働生産性指標 LPI／輸送距離 ) ・・・（式 5.7） 








分析対象の 2ケース各 4輸送ルートの概要を，表 5-7に示す（表 5-5の一部データの再掲）． 
各輸送ルートの 8 つの輸送工程を，①積込，⑦手待ち，⑧荷卸を「積卸」として，②及び⑥の道
路走行を「道路走行」として，③及び⑤の積替を「積替」としてまとめ，④幹線輸送を「海運/鉄道」と
した 4つの工程群にまとめ，この工程群別の労働投入量を示したのが図 5-9である． 
海運や鉄道を利用した複合一貫輸送の輸送ルートに比べ，トラック輸送ルートの労働投入量が
輸送ルート フェリー輸送ルート RORO船輸送ルート 鉄道輸送ルート トラック輸送ルート
発
地
幹線輸送機関 長距離フェリー ＲＯＲＯ船 ＪＲ貨物 トラック







経由ルート 苫小牧港～大洗港 釧路港～日立港 北見駅～隅田川駅 青函航路 高速道路
うち幹線輸送機関／その他機関 754／450 790／285 1,529／27 ﾄﾗｯｸ1,287／青函113
総輸送距離（km） 1,204 1,075 1,556 1,400
指標LPI (×103) 〔対ﾄﾗｯｸ比〕 1.45 〔2.5〕 1.46 〔2.5〕 2.80 〔4.8〕 0.589 〔1.0〕
高速道路
指標LPI (×103) 〔対ﾄﾗｯｸ比〕 2.66 〔4.3〕 2.87 〔4.7〕 2.75 〔4.8〕 0.615 〔1.0〕







経由ルート 新門司港～東京港 博多港～東京港 鍋島駅～東京貨物ﾀｰﾐﾅﾙ
総輸送距離（km） 1,305 1,242 1,265 1,168
表 5-7 北海道,佐賀県から大田市場までの各輸送ルートの概要と物流労働生産性指標 LPI 





















































図 5-9の各輸送ルートの労働投入量の内訳を，割合を以て示したのが図 5-10である． 
複合一貫輸送の各輸送ルートに占める「海運/鉄道」及びこれに積み替えるための「積替」の割合
の合計は，概ね 1 割程度 4 に留まり，発着地域における「積卸」，発着地と港湾・駅間のトラックに
よる「道路走行」の割合が約 9割に及んでいる． 
特に，海運輸送ルートでは，道路走行の距離割合が高い北海道発（フェリー輸送ルートで 37％，














図 5-11 では，8 つの輸送工程を，工程毎に求めた労働投入量を幅，物流労働生産性指標の値
を高さ 5 とする四角形 8つで表し，左側を発地として，工程順に右方向に並べたものである． 
                                                        
4 北海道発の鉄道輸送ルートの幹線輸送機関の割合が高いのは，出発駅の北見駅から途中駅の北旭
川駅までの 184kmを，貨車 11両（12fｔコンテナ 55個積載）を，機関車 2両（機関士計 2名）により，平
均運転速度約 33km（2016年度当時）で運行しているため，この区間の物流労働生産性は，北旭川駅









































































































四角形の高さは式 5.1 に，幅は式 5.6 に相当するものである．工程毎の労働投入量と，工程毎の
物流労働生産性指標の値の積で表されるこれら面積は，各工程の輸送距離に相当することから，
8 つの四角形の面積合計は，発着地間の総輸送距離に相当する．即ち，面積合計を，横軸全体




・  「A.物流労働生産性を産まない工程」では，パレット化による機械荷役の実施などにより「ⅰ) 従
事時間の短縮」が図られる施策 






































































































流労働生産性の低い工程」である道路走行の工程②，⑥では，合わせて 450km の輸送に 32 人・
分/トンの労働投入量を割いているのに対し，「C.物流労働生産性の高い工程」（工程④）は，

















物流労働生産性指標 LPI =  
輸送貨物量(トン) × 輸送距離(km)
 当該輸送の就業者人数(人) × 従事時間(時間) 
 
=  
𝑤 × ∑ 𝑑𝑖𝑖 
 ∑ (𝑖  ∑ 𝑚𝑤𝑖𝑗 × 𝑡𝑖𝑗) 𝑗 
  ・・・・・・・・・・・（式 5.1再掲） 
更に，この物流労働生産性指標 LPIを用い，複合一貫輸送の各輸送工程における就業者数・就
業時間の実態整理に基づき，北海道・九州から東京・大阪までの 8 ケースの長距離輸送のケース
スタディーを行い，各輸送ルートの，総輸送距離 D と物流労働生産性指標 LPI の関係を明らかに
した（式 5.2～式 5.4）．これにより，海運輸送ルート（道路走行距離が 2 割未満のルート）や鉄道輸
送ルートによる長距離輸送は，トラック輸送ルートに比べて，例えば，東京から札幌市，熊本市まで
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呼ばれる最大積載量約 13 トンの車両）にフルトレーラ 1
台を連結した全長 25mの車長で，単車 2 台分の最大積
載量約 26 トンを運ぶトラックである 1) ．  
1 人のドライバーで単車 2 台分の貨物を運べる生産性
の高い車両として，2016 年 11 月から「新東名高速道路
を 50%以上含む最大 500km 程度の輸送ルート」で，公
募に応じたトラック事業者 4社の車両（車両長 21～25ｍ）
による社会実験が進められてきた（2018 年 3 月現在
2) ）．この実験結果を踏まえて，まず，「新東名高速道路
を概ね 50％以上占める輸送」を対象として，特殊車両の
通行許可基準を改正（2019 年 1 月下旬予定）し，本格導






図 6-1 ダブル連結トラック車両 
（国土交通省資料より引用） 
（走行車線側 3 台，国土交通省資料より引用） 




物流労働生産性の改善策として期待される技術である．2018 年 1 月以降，国内トラックメーカー4
社の車両による公道実験（後続車有人による隊列走行）が，新東名高速道路，北関東自動車道，
上信越自動車道で実施され 5) 6) ，2021 年に後続車有人システムの商業化，早ければ 2022 年の
後続車無人システムの商業化を目指し（未来投資戦略 20187) （2018 年 6 月閣議決定））た取り組
みが進められている． 
隊列走行の実現に向けては，実証事業委員会に大手トラック事業者が参加 8) するなどのほか，
行政による隊列走行の実現に向けた高速道路等の道路構造の検討 9) ，10) ，隊列車両のマッチン







するケース（図 5-7 中のケース❼）で，物流労働生産性指標 LPI を求め，同実験で比較対象として
いる単車（最大積載重量 13 トン）による輸送と，物流労働生産性の比較を行う． 
1） 物流労働生産性指標 LPI の測定条件 
検討ケースの工程の概要を図 6-3 に示す．物流労働生産性指標 LPI は，第 5 章で行ったトラッ
ク輸送ルートの算出方法により，式 5.1により求める．海運や鉄道を利用しないため，輸送工程は，
図 5-5の①積込，②道路走行，⑦待機，⑧荷卸の 4工程とする． 
なお，ダブル連結トラックが，最大積載量 13 トンの単車（増トン車）に比べて，2 倍の積載量を運



























































i ） 発着地における①積込・②荷卸 
これら社会実験は，物流労働生産性の改善を目的に実施されているため，積込・荷卸の荷役作
業は，パレット用いた機械荷役とする．このため，荷役作業は，ドライバー1 名が 5 トンあたり 7.5 分
をかけて行う条件とする（5.4.1-1）参照）．なお，隊列走行の場合，積込・荷卸の際は，一般道等で
1車両毎に乗務する各ドライバーが，それぞれ荷役作業を行う． 





ぞれの走行距離については，Google mapにより求めた（2018年 7月検索）． 
ドライバーは，労働基準（表 3-4参照）で必要とする最短の休憩時間を，運転時間 4時間毎に 30
分取る（就業時間の内数として）ものとする．なお，本節の検討に限って，「始業から終業までの拘
束時間」は考慮せず計算する（6.4参照）． 





2） 物流労働生産性指標 LPI の測定結果 
1)の測定条件で求めた物流労働生産性指標 LPI の値を表 6-1 に示す．隊列走行は，新東名高
速道路で，2018年 1月に行われた 3台の隊列走行とともに，比較検討のため 10台の隊列走行の
値も求めた（高速道路区間の 2台目以降のトラックは，CACCにより無人走行として計算）． 
                                                        
1 ケース❼の高速道路・首都高速道路の経路：福岡 IC-九州道-中国道-山口 JCT-山陽道-広島岩国道
路-山陽道-神戸 JCT-中国道-吹田 JCT-名神高速-草津 JCT-新名神高速-亀山 JCT-東名阪道-四日市
JCT-伊勢湾岸道-豊田東 JCT-新東名高速-御殿場 JCT-東名高速-東京料金所-首都高速（3号渋谷線-
大橋 JCT-中央環状線-大井 JCT-中環大井南出口）の最短経路． 
表 6-1 ダブル連結トラック・隊列走行による物流労働生産性の改善効果 
（福岡流通センター東京流通センターまでの輸送．①積込・⑧荷卸は機械荷役，何れも，利用可能な区間は道路走行に高速道利用．）
（13㌧積増トン車） （13㌧×3台） （13㌧×10台）
13 ㌧ 26 ㌧ 39 ㌧ 130 ㌧





































10 台隊列で 10 倍となるが，物流労働生産性指標 LPI の値は，3 台隊列で 2.5 倍，10 台隊列で
5.0 倍の伸びに留まった．これは，本ケースの道路走行距離 1,086km のうち，10 台で隊列走行す
る高速道路区間（1,061km）の物流労働生産性は 10 倍（時速 80km 走行中（休憩時間未考慮）で
10.40 千トンキロ／人時．）に改善するものの，1 台毎にドライバーが乗務する都市高速道路区間と
一般道路区間の合計のわずか 25km 区間の物流労働生産性が低い（例えば，一般道時速 30km











1） 同一区間の複合一貫輸送ルートの物流労働生産性指標 LPI の測定条件 
複合一貫輸送の物流労働生産性指標の測定は，前項と同一ケース，輸送単位は現在の方法
（海運輸送ルートにおいては，航海中はドライバーが同上せず無人航送する積載量 20 トンのトレ
ーラー，鉄道輸送ルートにおいては積載量 5 トンの 12フィートコンテナを利用）とする． 
他の条件は，下記の 2点を除き，5.4.2のケース❼の各ルートそれぞれと同一とする．  




2） 隊列走行等と複合一貫輸送の物流労働生産性指標 LPI の比較 
表 6-1 と同一の福岡流通センターから東京流通センターまで，上記条件の下で，複合一貫輸送














トラック輸送ルートの 4 つの輸送方法，複合一貫輸送の 3 つの輸送ルートの計 7 つの輸送ルー









































0 10 20 30 40 50 60 70 80
単車（増㌧13㌧）
ダブル連結ﾄﾗｯｸ (26㌧)   
隊列走行(13㌧× 3台)  
隊列走行(13㌧×10台)  
長距離ﾌｪﾘｰ(188台積)   



















































表 6-2 隊列走行等と同一区間の複合一貫輸送の物流労働生産性 





























   
  
  
   

















1） 物流労働生産性指標 LPI の測定条件 
測定条件は，6.2.2 のトラック輸送ルートの各輸送方法とも比較できるように，基本的には 6.2.2 の
条件として，長距離フェリー輸送ルートを利用するトラックも，13 トン積の単車，及び，13 トン積の車
両を連結したダブル連結トラックとする．これらの他の条件は，下記のとおりとする． 
i ） 発地から港までの②道路走行 
道路走行は，福岡市東区の福岡流通センターから，最寄りの九州道福岡料金所まで，一般道走
行後，新門司インターチェンジまで九州自動車道を走行し，新門司フェリーターミナルに向かう． 
ii ） 出発港における③積替 
出港 60分前に到着し，乗船受付を済ませ，ドライバーの拘束時間内数として，乗船順番を待つ． 
乗船に当たっては，5.4.1-4) の単車の値を用い，ドライバーの運転時間は 1 分半，車両の誘導
や車両固縛作業などあたる従事者は，車両１台あたり 3人×1分半とする． 
iii ） 長距離フェリーの④航海 
 利用する便は，北九州港新門司発 18 時 50 分，大阪港着翌朝 8 時 30 分の名門大洋フェリー
第 2便． 
iv ） 到着港における⑤積替 
大阪港入港後の下船についても，5.4.1-4) の単車の値を用い，ドライバーの運転時間は 1 分，
車両の誘導や車両固縛作業などあたる従事者は，車両１台あたり 3人×1分とする． 




走行する．それぞれの走行距離については，Google mapにより求めた．  
 
2） 物流労働生産性指標 LPI の測定結果 




送ルートの測定結果も加えた（表 6-3のトラック輸送ルート分は表 6-1の再掲）． 
トラック輸送ルートを観ると，単車による物流労働生産性指標（0.881 千トンキロ／人時）は，ダブ
ル連結トラックの導入で 1.69千トンキロ／人時と 1.9倍に改善する．フェリー輸送ルートの，トレーラ




























① ○ ○ ○　1人/台 ○ ○
② ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○















⑦ ○ ○ ○　1人/台 ○ ○










































































































（使用車両・台数など） （13㌧車2両連結） （13㌧車2両連結） (20㌧積)
経由ルート 九州道 福岡IC～東名高速 東京IC 北九州港～大阪港＋高速道路 北九州港～東京港
1,245
輸送ルート トラック輸送ルート フェリー輸送ルート
輸送方法 単車 ダブル連結トラック 単車 ダブル連結トラック トレーラー





















































































































これらの総和を求めることによって，輸送量 43,507百万トンキロを得た（表 6-5中 A)． 
また，海路ルートの輸送量（トンキロベース）は，該当府県間各々の府県間輸送量（トンベース）に，
当該府県間で長距離フェリー航路を利用した場合の道路走行距離，利用した長距離フェリーの航




































図 6-6 海路ルートの該当府県間の輸送距離の捉え方 
（1航路のみ利用）
道路ルート
A県 →→→ →→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→ B県
道路距離①
海路ルート




C県 →→→ →→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→ D県
道路距離①
海路ルート
C県 →→→ c港 ＝＝＝ d港 →→→ e港 ＝＝＝ ｆ港 →→→ D県




長距離フェリーの航海中：単車（10 トン積）を満席にして航海する条件で，就航中の全 35 隻の物
流労働生産性指標を求め，その平均 17,039 トンキロ/人時を，長距離フェリーの労働生
産性とした．この値で，海上輸送の輸送量（トンキロ）を除した． 
積 替 ： 5.4.1 の 4)と同様とし，単車 1 台あたり，ドライバーの乗船待ち待機 60分，乗船運転 1







道路走行時のドライバー：労働基準により「2 週間平均の 1 週間あたりの運転時間は 44 時間以
内．」であることから，ドライバー1 人あたり 44 時間/週×52 週/年を運転することとし，こ
の値で，必要労働力を除した． 
フェリーの船員：1日あたり 8時間，航海の業務に従事すること，下船等による船員の休日は概ね
120 日であることから，船員 1 人あたり 8 時間/日×245 日/年，業務に就くこととし，この
値で，必要労働力を除した． 






表 6-6の中から，道路ルートと海路ルートそれぞれの必要就業者数を，表 6-7に再掲した． 
長距離フェリーが利用可能な府県間の輸送両 48,748 千トンを，全て道路ルートで運ぶ場合のド
ライバー必要数 47,538 人に対し，長距離フェリーを利用する海路ルートでは，ドライバー・船員な
ど，輸送に必要な就業者数は 14,252 人と 7 割も抑制できることが確認できた．特に，ドライバーに
限ってみると，47,538人が 10,551人と約 8割の約 37千人抑制できる． 
鉄道貨物協会のドライバー需給の見通し（表 3-5）では，2030 年時点でドライバーの供給不足を
表 6-6 道路ルート・海路ルートの輸送に必要な労働力と就業者数 
（トン）
A B E
（×103 ㌧） （時間） (人）
43,507 400 ﾄﾝｷﾛ/人時 108,767 2,288 47,538 ドライバー
41,940 31,723 14,252
うち道路走行分 9,656 400 ﾄﾝｷﾛ/人時 24,141 2,288 10,551 ドライバー
うち海上輸送分 32,284 17,039 ﾄﾝｷﾛ/人時 1,895 1,960 967 船員
























  分析対象とした年間 48.7 千トンの府県間輸送の内，32％が既に長距離を利用した輸送を行
っている． 




  乗船する単車を，積載率 100％の満載 10 トン／台としたが，現実の積載率は 4割（域内も含
めた全てのトラック平均）14) に留まる．例えば，計算例で，積載率が 1 割下がる毎に，トラック



















人 ％ 人 ％ 人 人
道路ルート 47,538 100.0 47,538 100.0 － －
海路ルート 14,252 30.0 10,551 22.2 967 純増 2,734 純増
増減 ▲ 33,286 ▲ 70.0 ▲ 36,987 ▲ 77.8 967 2,734
計 ドライバー フェリー船員 積替作業





例えば，北九州市・大阪市間の約 550km の輸送であれば，長距離フェリーが 12 時間前後をか




行に 13時間 15分（時速 80km換算），その他の一般道・首都高速の運転時間を加えると，運転時
間は 13 時間 50 分となる．これに，運転 4 時間毎の休憩時間 30 分を 3 回取ると合計 15 時間 20
分となり，18 時に福岡を出発すると，翌 2 日目朝 9 時 20 分には東京流通センターに到着できるこ
ととになる．一方，北九州港夕刻発の長距離フェリーを利用する場合， 3社 4航路（阪神航路の大
阪・神戸着は翌 2 日目朝，東京航路の東京港着は翌 3 日目朝）の何れを利用しても，到着は翌 2
日目夕刻以降となり，同じく，輸送時間は大幅に長くなる． 
ところが，トラック輸送ルートの場合，上記の道路走行に，積込・待機・荷卸の 1時間（機械荷役の
場合）を加えると，合計 16 時間 20 分となり，積込開始から荷卸完了までの就業時間は，1 日の最
大拘束時間 16 時間を超過する．仮に，高速道路を，制限速度を超えて，車両装備が義務化され
ているスピードリミッター（トラックの最高速度を時速 90km までに抑制する装置．）上限の速度で走
ったとすると，運転時間合計が 12 時間半に短縮され，拘束時間合計も 15 時間 20 分程度に収ま
り，夕刻 18 時に福岡を発車すれば，最速で翌 2 日目午前 8 時 35 分には，東京での荷卸を完了
させることができる．しかし，これら例は，何れも，法令を遵守した運転ではない 2 ． 
2015 年 9 月に実施されたトラック輸送の実態調査（図 3-7）では，長距離輸送のトラックの 1 運行
あたりの拘束時間は，ドライバーの労働基準（表 3-4）の原則 13 時間以内に収まる回答は 20％に




 労働基準順守で低下する概ね 700kmを超える輸送距離のトラックの輸送能力 
 
前項の 1 就業あたりの条件時間の他に，ドライバーの労働基準は，運転時間にも上限を定めて
いる．2 日間（始業から 48 時間）平均の運転時間を 9 時間以内としており，長時間の運転は，翌 2
就業日目の運転時間上限にも影響を及ぼす．1就業日目に，福岡流通センターから 13時間 50分
運転する前項の例では，ドライバーは 3 歴日目中に福岡に戻ることは叶わない．法令を遵守する
場合，就業時刻から 2 日間（48 時間）以内に往復できる，片道 9 時間（ほぼ全区間高速道路とし，
時速 80km で走行する場合でも 700km 程度）を超える輸送は，ドライバーの就業効率（1 週当たり
の往復回数）が，大幅に低下することとなる． 
図 6-7 に，各府県庁から，流通センターや中央卸売市場がある東京都大田区までのトラックの所







ェンジの間の所要時間は Google マップの経路選択によった（2017 年 1 月検索）．岡山・鳥取・徳




図 6-7 の各県の内，片道の運転時間だけでも，拘束時間の上限原則 13 時間を超える九州の中
で，東京までの所要時間が最短の福岡県を例として，引き続き，福岡流通センターから東京流通
センターまでの輸送例に拠って，労働基準との関係を整理する（図 6-8）． 
なお，図 6-8 の例は，ドライバーの 1 日の就業を観るため，6.4.1 や図 6-7 に示した例に，乗務
前の点呼・点検などを加えるなどした以下条件で整理した． 
 輸送勤務前 ： 17 時 15 分に所属事業所に出勤．点呼・車両点検 15 分の後，発送元までト
ラックを運転して移動（15分）． 
 発送元積込 ： 福岡流通センター内の発送元にて 15分をかけて，貨物をトラックに積込む． 
 道路走行 ： 18 時に福岡流通センターを発車し，一般道を経て，九州自動車道福岡料金所
から高速道路に入る．高速道路上は時速 80kmで走行し，連続運転 4時間毎に 30分の休憩
を計 3回取る．東名高速道路東京終点からは，首都高速道路，一般道を経て，東京流通セン
ターまで向かう．  
 配送先荷卸 ： 東京流通センター到着後，30分の待機の後，15分をかけて，荷卸を行う． 
図 6-8中に，A,B として，6.4.1に示した運行例のものを示した． 
積込の後，18 時に福岡流通センターを発車（例 A）すると，法令に則った制限速度，休憩時間の
確保の上で，翌朝 9時 20分には東京流通センターに到着し，10時 5分には，荷卸も完了できる．
また，荷主都合などにより発車が，長距離フェリー出航後の 21 時に出発（例 B）しても，翌日 13 時
5 分には荷卸を完了でき，輸送時間の短さ，発車時間の柔軟さを確認することができる．しかし，荷
卸完了は，事業所出勤から 16時間 50分後，また，福岡流通センター出発後 16時間 20分後とな
り，1日の最大拘束時間 16時間を超過する． 
現実には，制限速度を超えて，スピードリミッター上限速度で走ることにより，拘束時間を最大拘
束時間の 16 時間以内に収めることもできるが，下記のその他労働基準の何れかにより，1 人のドラ
イバーが，週 2往復以上，このような運転に就くことは認められない． 
図 6-7 各府県庁から東京都大田区までのトラックの運転所要時間 
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  1 日の拘束時間の特例として認められる 15 時間超の就業は，1 週間に 2 回までに限られて
いる．こうした 1就業日 16時間の勤務は，1週間に 1往復分の 2就業しか認められない． 
  1 日の運転時間は，2 日（特定日の前日又は
．．
翌日を含めた 48 時間）平均で 9 時間／日とさ
れている．このため，所属事務所出発から東京大田区着まで，合計 14 時間 5 分間運転した
後は，3 歴日目 17 時 15 分（福岡出勤時間から 48 時間後）までに 31 時間余りの時間がある
ものの，この間に運転は 3 時間 55 分しか認められない．福岡まで戻るため，不足する時間分
を 3歴日目 17時 15分以降に運転しても，福岡到着は 4歴日目未明となる． 
  1週間の運転時間は，2週平均で 44時間／週とされている．このため，復路も往路と同一区
間としても，往復で運転時間 28 時間 10 分を要するこの輸送例は，最多でも 1週間平均 1．5
往復（運転時間計 42時間 15分）しか認められない． 
この輸送例で，労働基準を遵守した運行例を図 6-8の C,Dに示した． 
A の例では，東京都内走行中に拘束時間 16 時間を迎えるため，C,D では，高速道路内のサー
ビスエリア内で，8時間の休息期間を取り，その後，2就業日目を開始する例である．Cは拘束時間
を概ね 16 時間経た時点で，D は，1 日目の運転時間が 9 時間に至った時点で，休息期間を取る
例とした．これにより，ドライバーは，1 日あたりの拘束時間の基準に則った運行が可能となる．但し，
労働基準で，1日目の始業から 48 時間の 1 日当たりの運転時間を，9 時間（2 日で計 18 時間）以
内に収めるためには，19 時間目以降の運転は，1 就業日目の始業後 48 時間目以降（3 歴日目の
17 時 15分以降）しか認められない．この例でも，A同様に，ドライバーが福岡に戻られるのは 4 歴
日未明となり，また，1週間あたりの運転時間の制約から，1週間平均で 1．5往復しかできない． 
労働基準に照らした往復可能数を見るため，1 就業日あたりの拘束時間を概ね 3 遵守した場合
の 1週間の就業パターンの例を図 6-9に示す． 
労働基準や制限速度を遵守せず，夕方積込・夜間走行・翌朝荷卸・日中睡眠を繰り返す過度な
                                                        
3 図 6-9の a，b1は，1就業日あたりの拘束時間が 15時間 20分となり，1週間当たり 2 回まで認めら
れる拘束時間 15時間超過の就業日数を超過した例となっている． 
図 6-8 福岡流通センターから東京流通センターまでのドライバーの運行の内訳 
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過重労働で，物理的に週 3 往復以上可能であった福岡・東京間の輸送（図 6-9 a）は，労働基準
の運転時間数（2 日平均 9 時間/日以下，2 週間平均 44 時間/週以下）等に従うことにより，1 週間
平均で 1．5 往復しかできなくなる（同 b1，b2）．また，片道 700km を下廻る地区間の輸送では，2
週間平均で 44 時間／週（片道平均 8 時間 48 分）以下とされる労働基準の範囲内で，1週間当た
り 2.5往復も出来る場合もある（同 c）が，700km超となると，一般道の走行距離によっては，仮に高













福岡流通センターから東京流通センターまでのドライバーの運行内訳を示した図 6-8 中に，E と
して，北九州港・大阪港間の長距離フェリーを，輸送区間の一部に利用するフェリー輸送ルートの
例を併記した．C,D の例と同様に，福岡流通センターを，単車で 18 時に発車，北九州港に 19 時



























18 6 18 6 18 6 18 6 18 6 18 6 18 6 18
a : 福岡→東京大田(1,092km）
運転時間×,高速道×90km/時
b1 : 同上 ．
運転時間○,高速道×90km/時
b2 : 同上 ．
運転時間○,高速道○80km/時
c : 岡山→東京大田(660km) ．
運転時間○，高速道○80km/時



























































15時 55分に到着し，荷卸は 16時 40分には完了する． 
労働基準の 1 日の拘束時間の上限を守るために，途中 8 時間の休息期間を確保した C,D の例





2） 1 週間 2 往復のトラックの輸送能力が維持できるフェリー輸送ルート 
前項同様に，図 6-8の Eの例で，単車に同行して移動するドライバーの運行状況を見ていく． 
17時 15分に始業となるドライバーは，フェリー乗船中に労働基準の休息期間 8時間以上を確保
できることから，乗船・出港した段階の運転時間 1時間 15分，拘束時間 1時間 45分を以て，就業
日 1 日目を終える．就業日 2 日目は，大阪港の下船時に始業となり，東京流通センターの荷卸完
了までの運転時間は 6 時間 45 分，拘束時間は 8 時間 10 分となる．更に，就業 1 日目の始業 48
時間後の 3歴日目 17時 15分までに，10時間の運転が可能となる． 
例えば，荷卸後，都内で帰り荷を集荷し，帰路につけば，3 歴日目夕刻までに大阪港に戻り，3
歴日目の第 1便 17：00発のフェリーに乗ることもできる．4歴日目の朝 6時に北九州港到着後，往
路と逆に，下船 15分，道路走行 1 時間 15 分，待機 30 分，荷卸 15分の後，15分走行すれば，8
時半には事務所に到着して終業できる．福岡戻りが，トラック輸送ルートと同じ，4 歴日目午前中と
なるが，フェリー輸送ルートの場合，この間の運転時間は 16 時間，拘束時間は最短で 21 時間 30
分に留まる．この結果，フェリー輸送ルートでは，ドライバーは，同一週内に，2 往復目の輸送を行
うことも可能となる．具体的には，8 時間以上の休息期間をとった後に，同 4 歴日目の 17 時 15 分
始業で，夕刻のフェリーに乗船して東京を更に 1往復しても，運転時間合計は 32時間，拘束時間
は最短 43 時間に収まる．1 ヶ月に 8 往復しても，拘束時間合計は最短 172 時間で，１ヶ月の拘束













  従来，利用拡大の阻害要因となっていた輸送時間の長さが，トラック輸送ルートより短くなる． 






3） フェリー輸送ルートで輸送継続できる九州発着の 700km 超の長距離輸送量 
労働基準の遵守が進み，トラック輸送ルートの輸送能力が低下した場合に，影響を受ける可能性
のある九州発着の貨物輸送量を，表 6-8にまとめた．  
九州 7 県発着のトラックによる長距離貨物輸送量の年間実績（2009～2013 年度平均）の内，トラ
ック輸送ルートでは 2 週毎 5 往復の維持が難しくなる可能性のある輸送距離 700km 超，週あたり
の往復回数が 1.5往復以下に低下する可能性の高い 1,000km超の内訳を示した． 


















考えられる．また，人手不足・働き方改革等のため，2019 年 1 月より，日曜日の全ての集荷・配達
の停止，年始 3日間休業等とした大手事業者も現れた 16) 17) ． 
労働基準法改正で，2024年 4月から，罰則付き時間外労働の上限規制の導入が決まり，働き方
（千㌧）
発着方向別 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
4,235.1 36% 1,421.8 280.2 776.6 867.4 201.5 409.9 277.8
100% 34% 7% 18% 20% 5% 10% 7%
8,382.1 72% 2,697.0 720.7 1,515.7 1,382.3 473.8 930.7 661.8
100% 32% 9% 18% 16% 6% 11% 8%
11,667.6 100% 4,492.4 1,462.0 1,515.7 1,837.3 767.6 930.7 661.8
100% 39% 13% 13% 16% 7% 8% 6%
4,364.2 30% 2,598.7 439.0 213.2 434.6 214.8 196.6 267.4
100% 60% 10% 5% 10% 5% 5% 6%
9,483.6 65% 5,346.3 824.4 806.3 648.8 547.7 706.1 603.9
100% 56% 9% 9% 7% 6% 7% 6%
14,636.2 100% 8,950.6 1,679.8 806.3 1,009.8 879.7 706.1 603.9














表 6-8 長距離フェリー利用可能な九州発着の長距離貨物輸送量（トラック） 
表 6-9 相次ぐトラック事業者の値上げ等の報道 
企業名 値上げ等時期 値上げ等の概要 引用記事掲載日
ヤマト運輸 2017.10.1 個人向け基本料金平均15％（会社発表2017年4月28日） 2018.3.14
大口顧客1100社値上げ交渉未成立の4割と契約打切 2018.3.14
日本通運 2017.7 企業向け小口輸送「アロー便」平均9.7％値上げ 2018.3.14
佐川急便 2017.11.21 個人向け値上げ最大230円値上げ 2017.11.21
福山通運 2018.2 企業向け基本運賃平均15％値上げ 2018.3.14
日本郵便 2018.3.1 個人向け値上げ平均12%値上げ 2018.3.14
日本通運 2018春 引越シーズンの単身引越5千円の割増料金 2018.1.19
ヤマトホームコンビニエンス 2018 単身引越5千円の割り増し料金 2018.1.19
アートコーポレーション 2018 法人向け社員引越 最大前年比1割 2018.1.19
サカイ引越センター 2018 引越単価の上昇は2年間で1割ほど 2018.1.19
西濃運輸 2018年度中 600km超の特別積合わせ貨物30％値上げ
600km以下10％前後の値上げ




















九州・本州間の長距離フェリー航路のトラック輸送では，平均的な 7 月（2013～2015 年度実績で，
12 ヶ月平均の 100.7％相当）の週央の消席率が，2017 年には全 8 航路・上下便平均で 97％にも
及ぶ日も生じ（図 3-11），新たな輸送需要の吸収余力が乏しくなってきている． 
表 6-10 に，北九州港発着航路を利用可能な府県間輸送がある山口県を含め，九州・山口 8 県
の輸送距離帯別のトラックの長距離輸送量，長距離フェリーの貨物輸送量実績と，現在就航中の
九州・本州間のフェリーの年間貨物輸送能力のそれぞれの通年値をまとめた．九州・山口県発着
で，500km 超離れた近畿以遠の府県との長距離トラックの輸送量実績（表 6-10 中 A）に対して，
全国値同程度（3.3.3）の，上り 28.7％，下り 30.3％の輸送が長距離フェリーを利用している（同 E）．
一方，長距離フェリー側の輸送能力（同 G）は，最も輸送能力の高いトレーラー（20 トン積）を，年間
通じて全便満席にするという条件で求めた値であるにも関わらず，8 県発着のトラックの輸送実績







格の高騰，2020 年からの SOx 規制対応のための燃料油種の変更と価格上昇，長距離フェリー1
隻 100 億円を超え，数年前の 5 割高に及ぶ新造船建造価格の上昇など，経済的負担増となる要
表 6-10 九州・山口発着の輸送量と長距離フェリーの輸送実績・年間輸送能力 
（千㌧）〔A〕 （百万㌧㌔） 消席率B/F 内実車(台) （千㌧）〔Ｄ〕 Ｅ＝Ｄ/A （千㌧）〔Ｇ〕 Ｈ=Ｇ/Ａ
内1,000km超 4,478 5,404 86.8% 210.6%
内  700km超 9,192 9,301 42.3% 102.6%
500km超 13,533 11,994 28.7% 69.7%
内1,000km超 4,517 5,452 108.6% 208.7%
内  700km超 10,440 10,373 47.0% 90.3%







































































○  長距離フェリー航路が利用可能な府県間のトラック年間輸送量 48.7 百万トン全量を道路ル
ートで輸送する場合に比べ，全量海路ルートに転換することで，トライバーの必要数は 37.0千




○  上記海路ルートへの転換に伴うドライバー以外の就業者数増は，船員 1.0 千人，港湾の積















○  ドライバーの労働基準遵守が徹底すると，特に概ね 700km 超の長距離輸送の輸送能力の
大幅な低下が避けられないこと． 
具体的には，1週間あたり 3往復以上行われていた可能性がある長距離輸送の能力が， 
・  概ね片道 700ｋｍ超の輸送では，2往復以下に低下． 
・  概ね片道 1,000km超の輸送では，1往復半以下に低下． 
 これに対し，九州・阪神間の長距離フェリー航路を利用する 1,000km 超の輸送では，ドライ
バー1人当たり週 2往復の輸送能力維持が可能であること． 
○ 従来，「長くなる」とされてきた複合一貫輸送ルートの輸送時間は，九州・関東間の片道
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  長距離トラックのドライバーの就業実態は，労働基準の 1 就業日あたりの拘束時間の原則
上限以内の就業が 2割に留まるなど，労働基準を逸脱した輸送が，常態化してきたこと． 
また，労働基準の遵守には，長距離ドライバーの 1 日あたりの運転時間を約 2 割削減する
必要があること． 





就航隻数を減らし，現在 14航路 35隻が運航していること． 















  トレーラーを中心とした無人車輸送が平均 69%を占めるが，航路群別に見ると 41%～98%
と大きな開きがあること． 




れていないこと．                                     など．    
○ トラックによる貨物輸送の長距離フェリーの利用割合 









○ 物流労働生産性指標 LPIの提案 
海運（長距離フェリー，RORO船）や鉄道を利用した複合一貫輸送の輸送工程全体を捉え，
長距離輸送の物的労働生産性を把握・評価できる「物流労働生産性指標 LPI」を提案した． 
物流労働生産性指標 LPI =  
輸送貨物量(トン) ×輸送距離(km)
 当該輸送の就業者人数(人) ×従事時間(時間) 
 
=  
𝑤 × ∑ 𝑑𝑖𝑖=1
 ∑ (𝑖=1 ∑ 𝑚𝑤𝑖𝑗 × 𝑡𝑖𝑗) 𝑗=1
  ・・・・・・・・・・・・（式 5.1再掲） 
○ 物流労働生産性指標 LPIによる複合一貫輸送の定量的評価 


























で，ドライバー必要数で 37.0 千人規模，船員等の増分を勘案した就業者数で 33.3 千人規
模の必要な就業者数を抑制できること． 
○ 複合一貫輸送の活用によるトラックの輸送能力の維持 
  ドライバーの労働基準遵守が徹底されると，概ね片道 700ｋｍ超を道路走行する輸送では，
1 人のドライバーの往復可能回数減少が避けられず，特に，概ね片道 1,000km 超の輸送で
は，輸送時間の長期化と，往復回数週１往復半以下への低下が避けられないこと． 
 これに対し，九州・阪神間の長距離フェリーをする 1,000km 超の輸送では，トラック輸送ル
ートよりも短い輸送時間で，ドライバー1人当たり週 2往復の輸送能力の維持が可能なこと． 
  長距離トラック運賃を 3 割値上げする事業者もあり，改正労働基準法による罰則付き時間
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